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 東日本大震災 10 年と住宅復興 

   

 

  神戸大学   

名誉教授 塩崎賢明    

 

 

１．はじめに 

東日本大震災の発生した 9 日後の 2011 年 3 月 20

日、筆者は「東北関東大震災のよりよき復興にむけて」

という文書を作成した。未曽有の大災害の復興の困難

を予想し、阪神・淡路大震災から得た知見をもとに何

が想定されるかをメモしたものである（注１）。この

なかで生活再建のプロセスにおい重視すべき点とし

て、概略以下のように述べた。震災直後に筆者が持っ

ていた視点である。 

①復興は被災者の生活再建を第 1 義とすべきである。

被災者の生活再建より優先させるべき課題はない。 

被災者支援の最も重要な窓口は基礎自治体である。で

きるだけ早く、個々の被災者にそれぞれの事情に応じ

た復興の道筋（オプション）を的確に提示し、相談に

応じ一人ひとりが希望を持てるように支援する必要

がある。 

②国は、あらゆる制度を活用し、また必要な新制度

を速やかに創設しなければならない。「被災者生活再

建支援法」は重要であるが、それにとどまらず、今回

の災害の特徴に見合った新法･新制度の創設に積極的

でなければならない。 

③災害で一命を取り留めた被災者が、その後の避難

生活・仮設居住・復興の過程で困窮し、命を落とすと

いった被害（復興災害）を生んではならない。生き残

ったものがすべて、速やかに生活を回復し、死者を安

らかに弔える安定した状態にならなければならない。

復興災害を絶対に招かないことは、復興プロセス全体

を通じる至上命題である。 

10 年という一つの節目を迎えるが、いまだ復興が

果たせていない被災者も少なくない。果たして上記の

ような観点から復興は進められてきたのだろうか。 

２．被害と復興の到達点 

復興庁によれば、ピーク時 47 万人に上った避難者

は 4.3 万人に減り（2020 年 11 月）、全壊家屋 12 万棟

の被害に対して、15.4 万件が自主再建、災害公営住

宅は約 3 万戸が完成し、高台移転で 1.8 万戸の宅地が

完成し、学校・病院等の施設はおおむね復旧されたと

いう（注 2）。 

 こうした数字からは、復興が順調に進んできたよう

に見えるが、それでも 10 年を迎えるのになお 4 万人

以上が避難状態にあるというのも復興の現実である。 

東日本大震災は死者 19729 人、行方不明 2559 人、

の犠牲者を出したが、注目すべきは直接的な人的被害

だけでなく、関連死・孤独死・自殺などの間接的な人

的被害も大きいということである。これらは地震や津

波の自然の猛威で亡くなったわけではなく、災害を生

き延びたにもかかわらず、その後に亡くなった人々で

ある。災害が一段落した後の復興過程における施策が

被災者の生活再建に寄り添うものとなっていないと

き、様々な災厄が人々に降りかかり、「復興災害」を

もたらす。 

災害で一命をとりとめた被災者が復興に向かう前

にまず直面するのが避難であるが、関連死の多くは、

避難所への移動や避難所での生活による心身への打

撃によって引き起こされている（注 3）。体育館など

での密集した雑魚寝、冷たい食事、不便なトイレなど

の前近代的で非人間的な避難所の環境が主な原因で

ある。 

福島県では直接死よりも間接死のほうが多くなっ

ている。原発事故によって余儀なくされた避難過程で

の死亡である。避難者は現在でも 42,415 人に及ぶが、

そのうちの約 70%（29,307 人）は福島県から他県へ

 
顔写真 

 

(別途ファイル

でのご提出で

も結構です。） 
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の避難者である（復興庁、2020 年 12 月 25 日）。い

わゆる「自主避難」と言われる人々に対する住宅支援

はすでに打ち切られ厳しい状況に置かれている。 

このような東日本大震災の経験から災害直後の避難

の在り方を早急に抜本的に改善し、次なる災害への備

えに活かさなければならない。 

 

表１ 東日本大震災の直接死と間接死 

福島 宮城 岩手 計
直接死(＊1) 1,810 10,760 5,787 18,357
関連死（*2） 2,313 929 469 3,711
孤独死（*3） 75 114 54 243
自殺（*4） 99 53 48 200
計 4,297 11,856 6,358 22,511
*1警察庁2020.1、*2復興庁2020.9.30、*3河北新報2018.3.4、*4福島民報2018.3.3

　直接死には行方不明者を含む  

 

３．復興の枠組み 

東日本大震災の復興について忘れてはならないの

は、復興の初期段階で作られた基本的な枠組みである。 

すなわち、復興構想会議の提言や復興基本法、増税

による財源確保、復興庁の設置などなどである。 

2011年4月11日に東日本大震災復興構想会議が設

置され， 6 月 25 日には，「復興への提言」が提出さ

れた。また、6 月 20 日に「東日本大震災復興基本法」

が成立し，同月 24 日に公布・施行された。復興の枠

組みは、復興基本法と復興基本方針（その下書きは復

興構想会議の提言）によって作られた。その後、復興

財源確保法が 2011 年 12 月 2 日に、また復興庁設置

法が 12 月 16 日に成立し、復興庁が 2012 年 2 月 10

日にようやく発足する。以上が大まかな流れであるが、

この中で復興構想会議は先頭を切って復興の方向付

けを発信してきたが、その構えは被災者目線とはいい

がたいものであった。 

構想会議は 2011 年 5 月 10 日に復興構想７原則を

発表したが、そこでは「失われたおびただしいいのち

への追悼と鎮魂こそ生き残った者にとって復興の起

点である」とし、「鎮魂の森やモニュメントを含め、

大震災の記録を永遠に残し、科学的に分析し、教訓を

次世代に伝承し、国内外に発信する」ことが復興の第

１原則だと謳った。むろん追悼・鎮魂は大切なことで

あるが、しかし亡くなった人の問題ではなく生き残っ

た被災者の生活を立て直すことが復興の課題であり、

第１原則でなければならない。しかし、この７つの原

則のなかには「被災者」という語句はまったく登場し

ない。 

原則の５番目では「被災地域の復興なくして日本経

済の復興はない。日本経済の再生なくして被災地の真

の復興はない。この認識にたち、大震災からの復興と

日本再生に同時進行をめざす」と述べている。 

このとらえ方は、復興基本法に反映し、「東日本大震

災からの復興」と「活力ある日本の再生」の２つを法

の目的として並列することとなり、その後の復興予算

が被災地以外で流用されることに法的根拠を与える

ものとなっていった。 

ところで復興基本法が一方の目的とした「活力ある

日本の再生」はどこまで達成されたのだろうか。例え

ば、日本の一人当たり GDP をみてみると、2011 年

時点では 48160 ドルであったが（世界ランキング 17

位）、その後下落の一途をたどり、2019 年には 40256

ドル（25 位）にまで落ちている。この間 2014 年、

2019 年と 2 度にわたる消費税増税も行われ、2019

年度の経済成長率は新型コロナの影響もあって、

0.3%のマイナス成長となるに至り、この１０年で復

興基本法の目的たる「活力ある日本の再生」が達成さ

れたとは到底言い難い状況である。 

 

４．住まいの復興―仮設住宅 

東日本大震災では 3 種類の仮設住宅が提供され、

恒久住宅の確保については災害公営住宅の建設と自

力再建支援が行われた。 

応急仮設住宅については、阪神・淡路大震災以降鉄

骨プレハブ住宅の建設が広く行われてきたが、東日本

大震災ではそれに加えて、木造仮設住宅の建設と、い

わゆる「みなし仮設住宅」の提供が行われた（表 2）。

これらはプレハブ仮設の建設が間に合わない中での

苦肉の策であったが、従来になかった施策であり、そ
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の後の熊本地震等でもおおいに活用された。プレハブ

仮設住宅は夏は暑く冬は寒い、熱中症や呼吸器系の病

気を招くなど、その低質性は広く知られてきたところ

であり、木造仮設住宅やみなし仮設住宅は生活水準を

確保するうえで優れている。プレハブ仮設住宅が自明

のようになっていた背景には、全都道府県とプレハブ

建築協会の協定があるが、東日本大震災後、都道府県

と木造住宅建設事業者との災害協定が全国に広がっ

ている（2020 年現在 37都道府県＋8市）。 

仮設住宅の居住水準が低いことの批判をうけて、国

は 2017 年 4 月 1 日より、仮設住宅一戸当たり 29.7

㎡の面積基準を廃止し、自治体が実情に合わせて広さ

や間取りを決められることとし、国の支給する建設費

も 238.7 万円から 551.6 万円に引き上げた。それでも

実際にかかる費用は 700 万円以上と言われており、な

お不十分であるが、東日本大震災の経験がもたらした

一つの前進面ではある。 

みなし仮設住宅は既存の民間アパートなどを借り

上げて仮設住宅として提供しその家賃を災害救助法

によって国が支給するものであるが、被災者が自ら選

んだ物件が認められることとなり、建設型仮設住宅以

上に普及が進んだ。 

しかし、みなし仮設住宅にも問題がある。一つは民

間アパートなどの空き物件が都市部に多いため被災

者が地元を離れて都市部に引き寄せられるという側

面である。じっさい東日本大震災では沿岸部の被災市

町村の人口は軒並み減少し、人口が増加しているのは

仙台市、名取市、利府町のみである。都市部のアパー

トなどに数年暮らした場合そこでの就職や進学など

の生活が始まり、元の地域に戻ることが困難になると

想像される。 

また、民間アパートに一般の入居者に交じって入居

するため、建設型の仮設住宅とは違って被災者の存在

が見えにくい。被災者自身にとっても誰が被災者かわ

からず、孤立を招くという面もあり、ボランティアな

どの支援の手が届きにくい。 

さらには、借り上げ期間が終了した時点で家賃が一

気に跳ね上がるという問題もある。この点については、

多くのみなし仮設入居者は現在の住宅での生活継続

を望んでいるから、家賃の全額支給を終了した後も公

営住宅並みの家賃に下がるよう家賃補助を行うこと

が望ましいが、わが国では一般的に家賃補助制度が設

けられておらず、今後の重要課題である。 

 

表２ 東日本大震災の仮設住宅 

入居戸数 入居者 入居戸数 入居者

岩手県 2,411 4,924 555 1,338
宮城県 1,199 2,420 1,468 3,279
福島県 1,058 1,645 3,923 7,490

計 4,668 8,989 5,946 12,107
（2018.4現在。各県HP より作成。） 

建設仮設 みなし仮設

 

 

５．在宅被災者 

生活再建、住宅再建が果たせない重要問題として

「在宅被災者」がある。災害で命は助かったが、破壊

された住宅で何年も暮らしている人々である。さまざ

まな理由で避難所や仮設住宅に行かずあるいは行く

ことができずに、かろうじて残った１部屋で電気や水

道、トイレや風呂が使えない状態で非人間的な生活を

強いられている彼らは、行政から「被災者」として認

定されない。自ら避難所に行かない人々も本来は被災

者であり、支援を受けるべきであるが、行政側も避難

所にいる被災者のことだけで忙殺され、姿の見えない

在宅被災者を積極的に調べて支援する余力がない。 

在宅被災者が発生する理由は、第 1 に避難所がす

べての被災者を受け入れる状態にないことである。避

難所の生活環境は極めて非人間的で、健康な人にとっ

ても過酷である。持病を抱えた人や障害のある人、介

護を必要とする人々にとって快適ではなく、かえって

苦しみが増す恐れがあり、避難所に行くことがためら

われる。 

第 2 に、被災者にとって自宅が一番安心な場所で

あり、また被害をまぬかれた家財などを守り、思い出

の品などを保全したいという心情も働く。 

第 3に、壊れた住宅を修理する場合、災害救助法に
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よる応急修理制度があり、最大で 58 万４千円の支援

金が受けられる（2018 年現在）が、この支援制度を

利用すると、避難所での支援や仮設住宅・災害公営住

宅の申し込み応募ができなくなる。しかし、実際には

58 万円で修理できる部分はごくわずかで、自分が寝

起きする 1部屋を確保するのが精一杯で、雨漏りや隙

間風、部屋の傾きなどがそのまま放置されているとい

う例が少なくない。 

在宅被災者の救済に自治体は積極的に対処すべき

である。被災者の申告を待って行動するのではなく、

行政側から一人ひとりの被災者を訪ね問題を個別に

把握して解決策を見出していくという「災害ケースマ

ネジメント」の考え方が重要である。そうした活動の

端緒は仙台におけるパーソナルサポートの活動にみ

られ、鳥取県では条例を改正し担当者をおいて取り組

まれている（注 4）。全国的な一般化がのぞまれる。 

 

６．恒久住宅の確保 

住宅を失った被災者にとって、災害公営住宅は終の

棲家を確保する上で大変重要な施策である。 

災害公営住宅は 3 県で 29,653 戸建設された（2020

年 12 月末、復興庁）。政府は「復興加速化」をスロ

ーガンに、公営住宅の建設を急がせてきた。しかし、

手っ取り早く建設戸数の実績を上げようとすると、計

画・設計に十分な時間をかけることなく、標準的なプ

ランで大量建設という方向に流れる。完成している公

営住宅の中には、木造のものや小規模で地域密着型の

ものもあるが、仙台市などでは大規模な高層集合住宅

も建設されている。 

災害公営住宅の建設は早いに越したことはないが、

実際には、入居してからの生活がより大きな問題であ

る。大規模な高層住宅に抽選によって互いに見知らぬ

人々が住むことになれば、コミュニティがなく生活の

孤立化を招きかねない。阪神・淡路大震災の災害公営

住宅では多くの被災者が従前の居住地を離れコミュ

ニティを失った状態で住むこととなり、いまなお毎年

60~70 人の孤独死を発生させている（2020 年末まで

の孤独死は仮設住宅で 233 人、災害公営住宅で 1242

人、合計 1475 人に上る）。この経験にてらせば、わ

ずかな時間の短縮よりも、被災者の生活をよく考えた

計画・設計、入居システムに力を注ぐことが重要であ

る。 

 将来の管理問題も重要である。被災自治体では、震

災前の公営住宅の２倍、３倍もの戸数を抱え込 

むことになっているが、多くの被災者は高齢化してお 

り、いずれ入居者数は減少していく。すでに少なから

ぬ自治体で公営住宅の空家が発生し、管理が大きな負

担になっている。 

住宅復興のいまひとつのオプションは自力再建で

あるが、これには資金面での支援が欠かせない。自力

再建の支援には、被災者生活再建支援制度があるが、

全壊の場合、基礎支援金 100 万円、加算支援金 200

万円で、最高 300 万円が支給され、大規模半壊には

最高 250 万円が支給される。しかし、300 万円とい

う額は住宅再建にとって不十分であるし、また半壊以

下の場合は支援の対象にならなかったが、2020 年 11

月にようやく法改正がなされ、損害割合が 30%以上

の中規模半壊について最高 100 万円の支援金が支給

されることとなった。これは近年の水害では被害の多

くが半壊や一部損壊と認定され、支援の対象にならな

いために全国知事会等が法改正を強く求めてきたこ

とに対する対応であり、一定の前進ではあるが、なお

300 万円という支援金の大枠は変わらず大きな問題

を残している。 

2007 年以来長らく国の支援額が低いままであった

ことに対して、被災自治体が独自の上乗せ施策を講じ

てきた。2007年3月に発生した能登半島地震では300

万円が遡及適用されたが、額が不十分であったために

石川県は様々なメニューを用意し最高 700 万円にな

る施策を講じた。東日本大震災では県や市町村がさら

に上乗せ策を行った。大船渡では最高額が 1000 万円

に達する施策を講じた。こうした努力はそれ自身、高

く評価できるが、自治体の財政事情によってばらつき

があり、同じ災害によって被災しながら住んでいる自
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治体によって受けられる支援が異なるのは被災者に

とって公平とは言えない。やはり国レベルでの全国的

な制度改善が不可欠であり、その際全壊 10 世帯以上

の市町村、100 世帯以上の都道府県にのみ適用すると

いった不合理も改めるべきである。 

東日本大震災で、これまでに支払われた被災者生活

再建支援金は、20 万 4 千世帯に対して総額 3731 億

円である（2020 年 11 月 30 日現在）。この額は決し

て大きいものとはいえない。この９年間で復興に投じ

られた 31 兆円の１％強にすぎず、仮に支援金を倍に

したところで国家財政が破綻するといったレベルの

問題にはならないだろう。 

 

７．復興まちづくりと住宅再建  

東日本大震災では津波による被害が大きく将来に

おいても同様の被害を受ける恐れがあることから、元

の地で復興することができない場合が生じた。このた

め津波防災地域づくり法が制定され、県が津波シミュ

レーションを示し、市町村が復興まちづくりの土地利

用計画を策定することとなった。津波の危険性が高い

地域では住宅建築の禁止や制限を設け、防災集団移転

促進事業や土地区画整理事業、漁業集落防災機能強化

事業などによって、高台・内陸への移転をすすめ、市

街地のかさ上げなどが行われた。東日本大震災ではこ

の復興まちづくりが住まいの再建に寄与した面とハ

ードルとなった面がある。 

被災 3 県の高台移転にかかわる事業は、防災集団

移転事業 321 地区、区画整理事業 50 地区（住居系）

でおこなわれ、これらによって住宅用地が 17678 戸

整備された（2020 年 3 月現在、国交省資料）。 

復興庁は災害公営住宅と防災集団移転等による 民

間住宅地の供給状況を随時発表しているが、2012 年

12 月時点で被災 3 県の災害公営住宅の計画戸数は

24,256 戸で、移転住宅地の計画戸数は 28,060 戸であ

り、集団移転戸数の方が多かった。ところが、その後、

集団移転の計画はどんどん減少し、2020 年 12 月に

は災害公営住宅の完成戸数は 29,653 戸に増加し、集

団移転の戸数は 18,227 戸に減少している。防災集団

移転事業は完成までに平均で 4 年 3 か月、土地区画

整理事業は平均で 6 年 10 か月かかったとされている。

東日本大震災の被災者の多くは従前持家世帯であり、

津波の危険がない地区であれば元の宅地で自宅を再

建し、危険地域の場合は高台移転地での自宅再建を望

んだと思われる。しかし、まちづくり事業の完成を待

てない、あるいは住宅建設の費用が足りないなどの困

難さによって自宅建設をあきらめ、公営住宅希望を増

加させたとみられる。 

災害公営住宅への入居は被災者にとって必ずしも

最優先の選択肢であったとは思われない。そして従前

地を離れて公営住宅に移り住んだものの、加齢ととも

に亡くなったり介護施設への入所などによって公営

住宅の空き家が増加するといった状況が生まれてい

るのである。他方、この復興まちづくりでは区画整理

事業によって土地のかさ上げが行われたが、被災 3

県の 17市町村で造成された宅地 675ヘクタールの約

35%に当たる 238 ヘクタールが未利用になっている。

未利用の割合が最も大きいのは陸前高田市の 55%で、

次いで気仙沼市が 51%、いわき市が 49%であった（朝

日新聞、2020 年 3 月 10 日）。 

住まいを失った被災者の住宅再建はどのように行

われたのか、その全体像を把握するのはむつかしいが、

国交省の資料等によって概略を描いてみる（注 5）。 

被災 3 県の全半壊住宅は約 35 万戸で、その住宅再

建がどう行われたかについてみる。住宅再建のために

支給される被災者生活再建支援法による加算支援金

の受給者は 3 県で 13.5 万世帯であるので、加算支援

金を受け取らずに再建した世帯を 21.5 万世帯とする。 

他方、国交省の資料によれば防災集団移転促進事業

で整備された宅地は 8400 戸、区画整理で整備された

宅地は 9300 戸とされている。また、浸水地域で自治

体が買い取った従前の宅地は36900戸となっている。 

復興まちづくりによって民間等住宅用地が防災集団

移転団地内に 8400 戸、区画整理地区内に 9300 戸整

備され、津波浸水地域の被災者がそこに住宅を建設す
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ることができた。しかし、3 県の全半壊住宅 35 万棟

の再建を図にしてみると圧倒的多数は自力再建であ

り、しかも加算支援金を受け取らずに自力再建したも

のが多い（図 1）。この時点では被災者生活再建支援

金は半壊世帯には支給されないからであろう。その中

で公営住宅（3 万戸）は比較的大きなシェアをしめ、

一定の役割を果たしている。他方防災集団移転や区画

整理事業地区内で住宅再建を果たしたものはそれほ

ど多くない。 

 

図 1 住宅復興の全体像 

 

 

 

加算支援金受給 

13.5 万戸 38.6% 

加算支援金なし 

21.5 万戸 61.4% 

自力再建 

185,000 戸 

52.9% 

自力再建 

93,300 戸 

26.7％ 

防集事業で土地売却後

他地区で自力再建 

24,000 戸 6.9% 

防集事業地区外から公営住宅 

25,500 戸 7.3% 

区画整理地区内で再建 

9300 戸 2.7% 

防集団地内 8400 戸 2.4% 

防集事業か

ら公営住宅

4500 戸 1.3% 

全半壊戸数 

35万戸100% 

  

 復興まちづくりと集団移転による住宅再建のプロ

ジェクトは被災自治体で様々な形で展開され、多くは

非常な困難なプロセスを伴った。数少ない成功例と目

されるケースでは、早い段階から被災者の議論が行わ

れ合意形成がなされたこと、行政が早い段階から情報

をオープンにし事業の見通しを住民に提示したこと、

などが読みとれる。各自治体におけるプロジェクトに

は格差が現れてくると思われるが、その評価は今後に

委ねられる。 

 

８．復興予算 

被災者の生活や住まいの再建が必ずしも満足いく

形になっていないとすれば、復興に投じられた巨額の

予算はどう使われたのか。 

復興庁によれば（「復興の現状と課題」2020年11

月）、過去10年間の復興に約31兆円が投じられ、今後

の5年間でさらに1兆円を投じるという見通しだとい

う。ではこれまでの復興に投じられた予算はどのよう

に使われたのか。財務省主計局の「令和元年度決算の

説明」という資料には2011～2019年度の復興予算の

累計が示されている（表３）。 

復興特別会計における9年間の支出は37兆1294億円

となっており、復興債の償還費3兆7218億円をのぞく

実質的な支出は33兆4075億円であり（見込み額を含

む）、31兆円より2兆円多い。このうち最大の支出項目

は復興関係公共事業等の7兆5689億円で、全体の22.7%

を占める。これは災害復旧等事業、一般公共事業、施

設費等に分かれるが、おおむねインフラ施設やハード

系の事業とみられる。 

ついで大きな項目は「その他の東日本大震災関係経

費（6 兆 9054 億円）」や「原子力災害復興関係経費」

（6兆 2,616 億円）であるが、前者には様々なものが

含まれている。その中で被災者の生活再建に密接に関

係すると思われるのは「被災者生活再建支援金補助

金」（3049 億円）や「住宅関係」（4517 億円）である

が、「立地補助金」（8445 億円）などに比べていずれ

も大きな額ではない。 

 このほか大きな支出項目として地方交付税交付金

（5 兆 5392 億円）や東日本大震災復興交付金（3 兆

3346 億円）がある。前者は大部分が国直轄事業の地

方負担分の補填として自治体に交付されたもので、自

治体にとってはこれによってさまざまな経費が実質

100%国に面倒を見てもらった形になった。後者は国指

定の基幹事業や効果促進事業に対して交付されたも

ので国交省・農水省所管のハード事業であるが、災害

公営住宅の整備や高台移転のための防災集団移転促

進事業も含まれる。 
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表３ 東日本大震災の復興予算（2011～2019 累計 

　　区　　　　　　　　　分 （億円） %
（ 1）災害救助等関係経費 10,251 3.1
　　　（イ）災　害　救　助　費  7,289 2.2
　　　（ロ）被災者緊急支援経費 2,961 0.9
（ 2 ）災害廃棄物処理事業費 11,426 3.4
（ 3 ）復興関係公共事業等 75,689 22.7
　　　（イ）災害復旧等事業費 34,330 10.3
　　　（ロ）一般公共事業関係費 34,701 10.4
　　　（ハ）施　設　費　等 6,658 2.0
（ 4 ）災害関連融資関係経費 16,299 4.9
　　　（イ）中小企業等関係費 14,562 4.4
　　　（ロ）農林漁業者等関係費 1,437 0.4
　　　（ハ）株式会社東日本大震災事業者再生支援機構出資金 300 0.1
（ 5 ）地方交付税交付金 55,392 16.6
（ 6）東日本大震災復興交付金 33,346 10.0
（ 7 ）原子力災害復興関係経費 62,616 18.7
　　　（イ）除去土壌等の適正管理・搬出等 45,798 13.7
　　　（ロ）福島再生加速化交付金等 16,817 5.0
（ 8 ）その他の東日本大震災関係経費 69,054 20.7
　　　（イ）被災者生活再建支援金補助金 3,049 0.9
　　　（ロ）警察・消防活動経費等 5,418 1.6
　　　（ハ）教　育　支　援　等 1,011 0.3
　　　（ニ）医療、介護、福祉等 4,366 1.3
　　　（ホ）雇　用　関　係 5,508 1.6
　　　（ヘ）農　林　業　関　係 2,678 0.8
　　　（ト）水　産　業　関　係 3,166 0.9
　　　（チ）中小企業対策 4,389 1.3
　　　（リ）立　地　補　助　金 8,445 2.5
　　　（ヌ）住　宅　関　係 4,517 1.4
　　　（ル）そ　　　の　　　他 26,502 7.9
　　　　　　計 334,076 100.0

出所；財務省主計局　「令和元年度決算の説明」

（注）　1　23 年度から30 年度までの支出済歳出額は、元年度の支出済歳出額との比較対照の
ため、組替えをしてある。

2　復旧・復興事業の規模（30 兆円程度）の進捗状況については、復興事業費から東京電力へ
の求償対象経費、復興債償還費等を除外等したものであり、上記累計額とは一致しない。

 

なお「その他の東日本大震災関係経費」のなかには

さらに「その他」と表記されている項目があり、2兆

6502 億円もの大金が支出されている。「その他」の「そ

の他」では、全く中身がわからないが、この中には主

に被災地以外の地域で使用された「全国防災」が含ま

れていると思われる。 

これらの支出項目では実際にどのような事業に予

算が使われたのかはわからないが、最近の報道では、

災害公営住宅に 9000 億円、高台移転とかさ上げに 1

兆円、復興道路・復興支援道路に 1.8 兆円、集団移転

に絡む道路事業に 5700 億円、防潮堤に 1兆円、全国

防災 1.7 兆円、避難所・仮設住宅などに 7000 億円と

報じている（河北新報、2021 年 1 月 21 日）。 

こうした情報をもとに、被災者の生活や住まいの再

建に直接結びつく事業に復興予算がどの程度使われ

たのかを大づかみにまとめてみると、その総額はおよ

そ 2兆 9000 億円程度となり、33 兆円の 8.8%である。

インフラ整備のハード系事業に比べてきわめて少な

い額である。図 2は表 3をもとに各復興予算の割合を

面積の大きさで表現したものである。 

 

表 4 被災者向け事業の予算（2011～2019 年累計） 

　被災者関連支出 （億円）

避難所・仮設住宅など 7,000
災害公営住宅 9,000
集団移転・かさ上げ 10,000
被災者生活再建支援金（国費） 3,000

計 29,000
　　出典：河北新報2021.1．21により作成  

   

  図2 復興予算33.4兆円の全体像 
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こうしてみると、東日本大震災の復興に投じられて

いる資金のアンバランスぶりがよくわかる。とりわけ、

被災地外での全国防災対策費が災害公営住宅や被災

者生活再建支援金をはるかに上回っていることは異

常というほかない。 

 

９．おわりに 

 東日本大震災の復興における住宅再建や復興予算

の使われ方を通観すると以下のような特徴が浮かび
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上がってくる。第１に膨大な予算を投入しながら、被

災者の生活・住宅再建に直接届く金額は少なく、今も

苦しんでいる人々がいること、第２に被災直後の避難

についての配慮が乏しく、避難過程で少なからぬ人命

や健康が失われていること、第３に仮設住宅から恒久

住宅の確保に至る施策メニューがバラバラで被災者

のニーズになっていないことなどである。 

 避難所―仮設住宅―恒久住宅の全プロセスのわか

りやすい統一的なプログラムが必要である。 

仮設住宅については、木造仮設やみなし仮設の提供

は一歩前進であるが、なお問題を残しており、他方で

ムービングハウスなどの新しい技術も登場している。

仮設住宅と恒久住宅を必ずしも段階的にとらえる必

要はなく、被災者の状況に応じて柔軟な対応を可能と

すべきである。 

公営住宅は重要な施策であるが、必ずしもすべての

被災者のニーズに合致するわけではない。むしろ支援

金の増額などによって自力再建を支援するほうが合

理的である場合もある。特に東日本大震災のように従

前持ち家だった被災者にとっては自力再建が望まし

いし、行政にとっても費用も安く抑えられる。 

近い将来南海トラフ巨大地震の発生が確実視され

ているなかで、国内外の経験を踏まえて合理的な最善

のプログラムを組み立てることが急がれる。現状のま

ま推移すれば、南海トラフ巨大地震などの発生があれ

ば、再び同じことを繰り返すことになる。 

将来の災害に対して、事前復興計画などの取り組み

が推奨されている。住民自らが地域のリスクを認識し、

災害への備えの意識を高める上で有用と思われるが、

注意しなければならないのは、事前復興計画を絶対視

してはならない点である。なぜなら、どういう被害が

発生するかわからない段階で現行の法制度の範囲内

で行う計画づくりはおのずと限界があるからである。

実際に発生する被害みきわめ、必要な制度を新たに作

ることも含めて柔軟な対応が必要である。 

我が国は災害大国と言われ数々の災害に見舞われ

た経験があるにもかかわらず災害対策がバラバラで

あるのはいわゆる縦割り行政の弊害であり、その場し

のぎの対策をつぎはぎ的に行ってきたからである。こ

うした弊害を払拭し、国内の過去や諸外国の経験を系

統的に学び、合理的で総合的な対策を構築するには、

絶えずこの問題に取り組む常設の「防災・復興省」と

いった組織を早急に設置すべきであろう。 
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 復興のパラダイムシフトとしての復原 

   

 

  東京大学 工学部 都市工学科 地域デザイン研究室 

特任教授 窪田亜矢 

 

 

１．パラダイムシフトの必要性 

災害が生じたときに、「もし」あなたが災害地域に

いたら、すなわち当事者ならば、とにかく避難するだ

ろうし、離れた地域であればとりあえず被害実態を知

ろうとするだろう。緊急避難期が過ぎて応急避難期に

なってくると、ボランティアの機会を探るかもしれな

い。さらに経つと、災害地域の復興を話題にしている

だろう。 

災害に事前に備えるために、このような「もし」と

いう態度で臨むことは有益だ。避難訓練が良い例だ。

本稿では、災後についても「もし」という態度を採用

したい。それによって、今とは異なる災後のあり方を

考えることができるからだ。 

復旧ではなく復興を、という方向性は近世城下町に

おける大火後の蔵造りや広小路にすでに見受けられ

る。関東大震災の後に、後藤新平は欧米の最新都市計

画による新たな帝都復興像を掲げたが、そのためには

国家予算の倍の事業費を想定し、土地収用も辞さない

つもりだった。もしかしたら、そのような復興が遂行

されることで、1666 年の大火後に復旧という態度を

とることができたロンドンのようになれる、と憧れた

のかもしれない。復興という目標の掲げ方は、とりわ

け阪神・淡路大震災後の「創造的復興」というスロー

ガンとして明確に受け継がれ、東日本大震災を経て、

Build Back Better として世界に広まった。惨事便乗

型の復興批判は高まっているようにみえるが、より良

い姿があるという信念のもとで目指される復興とい

う災後の方向性が一般的に普及したことの裏返しで

もある。 

だから災害地域において社会が策定しようとする

のは「復興」計画だ。東日本大震災時にはまだ法的根

拠がなかったにもかかわらず、被災自治体や住民は当

然のように復興計画に取り組んだ(1)。 

冒頭の「もし」に戻ると、あなたは、住民として復

興計画の策定議論に加わるか、技術者や研究者として

復興像を描いたり、制度の適用を提案したり、地域の

履歴を地図で整理したりするかもしれない。こうして

決められた復興計画・事業は、しかし想定よりも完成

までに要する期間は長引く。避難生活の間に健康が悪

化したり、仕事がうまくいかなくなったり、子供の学

校の事情が変わったりして、帰還を断念する人も出て

くる。さらに、復興計画による物理的空間は完成して

も、そこでの活動は想定していたものにはならないと

いう事態が生じる(2)。 

東日本大震災から 10 年を経た現場では、津波防災

の嵩上げ工事後の区画整理事業区域内には未建設の

敷地が残り、土木工事がまだ続いている海岸沿いの集

落もある。原発複合被災地域では、イノベーションコ

ースト構想による大規模な新設建物が建つ一方、避難

時から全く人の手が入っていない帰還困難区域もあ

り、混沌としている。いずれにしても、被災だけでな

く災後の復興計画によって、まちは変わった。 

これらは復興が目指していた変わり方だったのか。

復興という常識を疑ってみるべきではないか。 

こうした問題意識に基づき、本論考では、復興を考

える前提となる災害と災後という状態について、哲学

や政治学の分野における緊急事態・例外状況の議論を

復興計画に引き寄せて理解することを目論む。そのた

めに、被害者＝「当事者」としての視点と被害者では

ない「社会」の視点を提示したい。なぜなら復興計画

は、当事者と社会によって必要とされることを存在理

由としているはずだからだ。そのような視点から災害
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と災後の現場を理解したうえで、通常の検証ではなく

反実仮想の思考によって、復興ではないもう一つの災

後のあり方「復原」を提案したい。併せて当事者と社

会を、当事者性によってつなぐ可能性も示したい。 

 

２．緊急例外・当事者のモデル 

災害と災後は、緊急事態、危機、例外状況、非常事

態など様々な言葉で表される状態だ。この状態に関す

る議論には蓄積がある。政治学者のカール・シュミッ

ト（1888-1985 ドイツ）は、主権者とは例外状態に

ついて決断する者であると定義した。決断の中身は、

例外状態かどうか、と、例外状態であるときにどうす

るか、という両方にわたる。法が予想できないと例外

状態が生じるが、主権者の論拠となる国家さえ存在し

ていれば主権者による秩序＝「政治的なもの」が機能

するというのがシュミットの考え方だ(3)。このような

例外状態を、哲学者のジョルジョ・アガンベン（1942- 

イタリア）は現代の強制収容所に見出して、そこでの

人々のむき出しの生を生成維持している主権権力、さ

らにはそうした状態を不可視化したり擬制したりす

ることで、放置もしくは黙認している法のあり方を批

判する（図 1）(4)。 

 
                        図 1 

こうした議論をふまえて復興計画を必要とする状

況の緊急性は、どのように整理できるだろうか。 

まず重要なこととして、被災の当事者である個人や

地域と、被災の当事者ではない他者という二者の視点

の関係を理解しなければならない。災後にどうするか

を誰が決めているのか、という点に関わる。特に被害

が激甚で政策規模が大きくなるほど、他者の集団とし

ての影響は強くなる。増税などとなると誰も他者では

ないともいえ、当事者と他者の境は整理すべき論点だ

が、本論考では深入りせず、他者の集団を社会と呼ぶ。

なぜこの視点が重要かといえば、空間計画とは、「公

共の福祉」という集合的な目的を掲げて、個人の存在

を支える空間のあり方に介入する工学技術だからだ。

空間は独立して存在できず、必ず連担しており、集合

的な性質を持っている(5)。つまり、被災後の空間に身

を置く当事者と、社会に受益をもたらす「公共の福祉」

は、常に順接や相補的な関係にあるわけではなく、む

しろ逆接・衝突する可能性を原理的に含んでいる。 

もう一つ、緊急や例外の状態と、日常や原則という

状態の違いも重要だ。両者の状態は連続的につながっ

ていることもあるし、断絶していることもある。緊急

的な状況において、良くも悪くも、いつも通りの行動

が生じることもある。よって、両者の状態の関係も、

本来は精査すべき論点だが、本論考では具体的な事象

の個別的判断は避けて観念的な整理にとどめておく。 

以上、当事者・社会、と、緊急例外・日常原則、と

いう視点を組み合わせて、 

当事者である個人や地域にとっての緊急と日常の軸 

他者の集団である社会にとっての例外と原則の軸 

という二つの軸、すなわち四象限で整理してみる。緊

急と例外や日常と原則という言葉を、本論考ではこの

ような軸に沿って区別して使用することとする。図 1

との連続性を保持するため、軸を斜めに配置し、便宜

上、上・下・右・左という象限名としておく（図 2）。

緊急例外と当事者を理解するために、日常原則と社会

を対置させたモデルだ。 

 
                         図 2 
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３．当事者地域の災後の変容 

このモデルを使うと、当事者地域の災後の変容は、

どのように説明できるだろうか。 

まず災害とは、当事者にとって緊急、社会にとって

例外、すなわち上の領域だ。逆に平時は、当事者にと

っては日常、社会にとっては原則、下の領域に該当す

るというのが一般的認識といえよう（図 3）。 

 
                          図 3 

災害が生じると、多くの当事者は避難行動を起こす。

そして避難所での共同生活が始まる。さらに経てば仮

設の住まいや事業所を自力で建てたり、本設に取り組

んだりする当事者も出てくる。図 4 の上から左の流

れだ。避難行動の項目が上と左にまたがっているのは、

避難行動は緊急時下のものではあるが、避難訓練によ

って避難行動そのものは日常であることを示してい

る。避難所運営も、日常の町内会活動などの延長に展

開される。すでに都市部に退出していた子供のところ

に親世代が転居していく現象も、災害がタイミングを

早めたかもしれないが、日常の延長にあるといえよう。 

一方、社会は、平時に決めていた災後の原則に則っ

て、必要であれば法制度を整えながら、仮設住宅を供

給し、建築制限を行い、復興事業を進める。図 4 の

上から右への流れだ。避難指示が上と右にまたがって

いるのは、行政による指示を示しているが、防災無線

の有効性や原発事故被害における避難命令のあり方

など、深刻な禍根を残したままだ。 

上の領域は、次第に左と右の領域へと移行していく。

当事者としては日々の生活を送らなくてはならない

ので、上から左、すなわち、予てからの日常のあり方

に依拠しながら緊急事態から避難生活という日常に

移行していく。どのような日常に移行するかという当

事者の判断には、事前に決めていた原則に従う右の領

域のあり方が影響している。 

 
                          図 4 

復興事業が進んで、建築制限や避難指示がなくなり、

復興土地区画整理事業や防災集団移転促進事業が竣

工し、当事者の一部は移転して、被災地域は復興事業

後の風景となっていく。 

こうした災後の過程で、災害直後の自力再建の建物

は、復興事業の造成工事などにより壊されることもあ

る。災後に被災地域に流入してくる人は、被災者や被

災地域に貢献する活動を行なっていたとしても、法制

度に位置付けられていないので、原則通りの復興事業

完成後に居場所はなくなることも多い（図 5 の左）。 

長引く復興事業などにより帰還できずに当事者地

域から退出した当事者のみならず、帰還した当事者に

とっても、身の回りの住環境は激変した。住環境の激

変が当事者にとって如何に緊急事態であり、同時に社

会にとっては原則の範疇になっているかということ

は、毎年増え続ける震災関連死 3,773 人（2021 年 1

月 31 日現在：復興庁把握人数）から読み解くべきだ。

今も緊急事態中の当事者がいる（図 5 の右）。 

住環境の激変は、復興のあり方に、予防原則が強く

機能したことと、土地所有を重んじる法制度が反映し

たことが影響する。当事者地域が緊急事態で社会も例
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外状態にあった中で、予防原則が強化され（ときに暴

走も含んだが）、未来からの借金による事業費が担保

されて、復興計画は策定され、実現した。また、土地

所有者ではない人は、被災当事者や災後の当事者であ

っても、土地のあり方の決断に関われなかった。土地

所有者と当事者地域が土地のあり方について合意に

到達できない事態も散見された（図 5 の右）。 

 
                          図 5 

では、激変前の当事者地域とはどのようなものだっ

たのだろうか。土台となっていたものは、近代以降の

工学技術を背景とした法化社会の原則ではなかった。

当事者地域のかつての日常の暮らし方は、地形や地質

や立地に応じた、そこにしかない固有のもので、社会

全体からみれば例外だった。家の建て方、敷地の使い

方や規模、それらの多様さと混在の仕方、敷地と公共

空間のつながり方、道路の線形、幅員、交差の仕方、

神社や小学校や集会所などの公共的施設の位置、町内

会や祭りなどの自治のあり方、生業を通じた共同作業

や組織。それらが改善すべきものなのか、継承すべき

ものなのかは個別の判断を要するが、少なくとも災害

直前までの地域を支えていた。 

日常であれば、社会の原則による空間改変が多少あ

っても、生活の中で地域に馴染んだものへと調整して

いくことも可能だったろう。しかし災害はそのような

調整の時間を許容しない。被災後の法制度による事業

は原則そのものだ。それによって当事者地域の固有性

は失われる。被災前から被災後の変化とは、左（点線

四角）から右（薄い塗りつぶし）への移動だ（図 6）。 

 
                          図 6 

 

４．反実仮想による「もうひとつの災後」 

災害や災後のあり方を検討するために、すでに取り

組まれた計画や事業を検証することは重要だ。 

検証のあり方としては、特定の計画や事業を対象に

して、どのような状況のもとで、どのような判断がな

されたのか、その背景は何か、判断の結果はどのよう

な影響を及ぼしているのか、といった一連のプロセス

を事実として記述したうえで、それに対する分析や考

察を加えていく、というスタイルが基本だろう。その

ためには、当事者地域の地理的な条件や歴史的な履歴、

自治の様相などの理解に努めることや、計画や事業に

携われなかった多様な立場の意見を集めることが必

須だ(6)。しかし一連のプロセスは極めて複雑だ。必ず

しも円満な合意が形成されたから判断が為されたの

ではなく、どうしようもない妥協の連続ということが

実態だろう。意見が反映されなかったどころか、そも

そも意見すら述べられなかった人が大勢いる。こうし

た状況の中で、実施された計画や事業を、正攻法で検

証しても、妥協を受け入れざるを得なかった人や受け

入れられなかった意見を持っていた人の思い描いた

「もうひとつの災後」を理解することはできない。 

そこで、反実仮想という方法を用いたい。反実仮想

とは、事実に反する想像や想定の思考だ。 

たとえば「もし今、巨大地震が来たらどうする？」

という冒頭の問いに対する答えを考えるとき、（今、

本論考を読んでいるということは大地震が来ていな

いと思われるので）事実ではないから反実仮想の方法
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をとっていることになる。「安全な場所に避難する」

とか「大切な人を守る」という答えの背景には、巨大

地震の当事者としての自分という想定と、生き延びよ

う、大切な人を守ろうという根源的な意思がある。し

かし「もし今」が外されて、本当に巨大地震が来てい

るとき、安全な場所に避難できるとは限らない。避難

したが安全な場所にたどり着けなかったという場合

もあるし、身体的な能力としては避難可能なはずでも

避難しないという現象が生じるのは周知の通りだ。そ

の理由を追うのは本論での目的ではないが、「もし今」

が外れたときに「もし今」の想定と同様の行動をとる

ことができる理由は考えておきたい。たとえば釜石市

で小・中学生を対象に取り組まれてきた避難訓練だ。

避難訓練の最中には「お母さんが死んじゃったらどう

しよう」と泣き出す児童もいたという。「お父さんも

お母さんも地震があったら逃げて。自分も必ず逃げる

から。避難場所で会おう」という約束が交わされた。

釜石東中学校と鵜住居小学校の子どもや先生らは、

1）想定を信じるな、2）最善を尽くせ、3）最初の避

難者たれ、という教えを守り、近所の大人たちと共に、

鉄筋コンクリート造 3 階建という安全そうな建物だ

ったにもかかわらず、避難を開始し、想定の避難場所

よりもさらに遠くへ、中学生が幼い小学生の手を握り

ながら必死に避難した。最後尾にいた人は津波の水に

濡れたと伺った(7)。この事実は、図 2 でいえば左、す

なわち社会からすれば例外的な状態であるが、当事者

にとっては緊急時を日常として行動する術を習得し

ていたといえよう。避難行動をした当事者は、反実仮

想によって津波の「今」をすでに経験していた。 

反実仮想の可能性はさらに広がっている。 

社会学者の赤上裕幸によれば、「史実以外にもあり

えた可能性に思いを巡らせる反実仮想は、想像力を触

発して、歴史のなかの「敗者」を救済する唯一の方法

である（…）当時の人々の期待や不安、満たされなか

った願望、実現しなかった数々の計画なども、それら

が後世に引き継がれていない場合は、歴史のなかの

「敗者」と言えるだろう」。そして「「現在」に生きる

われわれは、歴史上の人々にとっては「未来人」であ

り、「未来の他者」である。われわれの試みによって、

救済の光が当てられた歴史上の「敗者」たちは、「過

去」から「現在」へと呼びもどされ、最終的には「現

在」のものの見方を変えていく。この意味において反

実仮想は、過去／現在／未来のすべてを対象とした革

命的なアプローチになりうるのである」と主張する

10)。 

本論考では、この主張に沿って、東日本大震災の原

発被災地域において実現しなかった「町外コミュニテ

ィ」計画にみられる本質と、津波被災地域で議論すら

されなかった「復原」という考え方を、ありえたかも

しれない「もう一つの災後の姿」として救済したい。 

このような設定は、自分が当事者ではないからでき

てしまうのであり、災害と災後を生きてきた当事者に

対する暴力かもしれない。しかし当事者ではないから

こそ、考える責務があるとも考えている。 

 

５．原発被災地域において実現しなかった「町

外コミュニティ」計画(8) 

福島第一原発から北へ 10km の太平洋岸から阿武

隈山系に向けて広がる浪江町には、被害前 20,905 人

7,176世帯（2010年 10月 1日現在）が住んでいたが、

避難指示解除を経て 1,579 人 989 世帯（2021 年 1 月

31 日現在）になっている。被害から六年あまりが経

った 2017 年 3 月 31 日の帰還困難区域以外の避難指

示解除を目前にして、当時の馬場有町長は「『町残し』

をしなければならない。震災前は『町おこし』だった

が、今は町が存続するのか、なくなるのかという岐路

に立っている」と述べた。馬場町長は 2007 年 12 月

から原発被害を経て 2018 年 6 月 27 日にお亡くなり

になるまで町長だった。 

馬場町長のいう「震災前の町おこし」は災後の復興

と同義だといえよう。そして「町残し」とは何か。復

興に携わる当事者は、この問いを考えねばならない。 

では馬場町長の災後の町政はどのようなものだっ

たのかといえば、津波浸水した範囲の大部分を災害危
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険区域に指定し、既存の中心市街地ではまとまった土

地が確保できなかったので国道 6 号の東側に小中学

校や復興公営住宅を改築新設し、公設民営の仮設店舗

や道の駅で賑わいの拠点づくりを計った。一方、非帰

還者同士やふるさととのつながりを支える支援は、次

第に手薄になっていった。これらは通常の復興にあり

がちな特徴にみえる。 

経緯をたどってみると、2011 年 5 月 9 日に馬場町

長は「暗中八策」と題した今後の方針の中で、バラバ

ラになった町民の絆を再生するため、広報広聴のネッ

トワーク強化、避難所への情報伝達強化、避難所や仮

設住宅の自治組織強化を掲げた。放射性物質の飛散情

報も隠蔽され、避難に関する指示もなく、町は、国や

東京電力への信頼を完全に失っていた。同年 9 月の

会議では、希望的観測として 3 年、できれば 2 年で

町民一緒に戻りたい旨、答弁している。このあたりは、

後述する「町外コミュニティ」計画と同じ発想だった

といえる。しかし 12 月には最悪のシナリオ、すなわ

ち全員一緒に帰れないかもしれないという厳しい感

触に変わっていく。膨大な放射性物質と解体や除染事

業による廃棄物の処理、水素爆発した原発の後始末の

行方、復興公営住宅や工場団地の建設など、いずれも

町政では対応不可能な未曾有の状況に追い込まれて、

町長は国が示す復興政策を受け入れる決断をした。2

万人の浪江町民は、仮の町役場の設置を受け入れた二

本松市の他、いわき、南相馬などに一定程度の集まり

はみられるものの、バラバラになったままだ(9)。町政

にとって、浪江町という地理的範囲の避難指示を解除

すること、そこに一人でも多くの浪江町民を迎えて、

商業施設や教育施設を配置して、浪江町での生活を支

えることが、町残しであったといえよう。空間計画の

事業を駆使すれば、帰還する町民を迎え入れるにふさ

わしいまちができると期待していたかもしれない。

「町外コミュニティ」に力を入れてしまったら、ただ

でさえ町民の激減が予想される中、帰還者数をさらに

減らしてしまう恐れもあったかもしれない。 

別の選択肢はなかったのだろうか。 

実は、商店会を中心にしたメンバーが、2011 年 5

月には、ふるさと浪江町の復興について自分たちで考

える場を立ち上げ、各所と協議交渉を重ねて、福島市

のとあるエリアに 2,000-3,000 人規模を受け入れら

れる「町外コミュニティ」計画を進めていた。近隣に

はロードサイド型の店舗もあり、若い世帯の雇用先に

なり得る市街地も近かった。当時、避難先の各地では、

戸建て住宅の価格が高騰したり、日常生活を支える公

共サービスが元からの住民に手薄になったりして、原

発避難者を迷惑扱いする現象が起きていた中で、やっ

との思いでまとめた理想的な計画だった。中心メンバ

ーの一人であった原田雄一氏は「いつか浪江に帰るま

で、じっくり腰を据えて、でも集まって住んでいたら、

やっぱり浪江はいいな、ということになって、帰ると

きも一緒に帰ろうということになる」、「ふるさとは生

まれ育った場所というだけでなく、人間関係ができた

ことが重要」という。ここにみられる残すものとは、

人のつながりだ。「町外コミュニティ」とは、その維

持を目的とする手段でもあるが、残すべきものとして

の目的そのものだったといえよう。2014 年には町民

千人の署名と共に、町に「町外コミュニティ」計画を

提出した。あとは福島市長に浪江町長が正式な打診を

するところまで整えた。しかし町長は動かなかった。 

この「町外コミュニティ」計画が実現していたら、

今、どうなっていただろう。もしかしたら、町外コミ

ュニティの居心地が良くて現在の帰還者数はさらに

少なくなっていたかもしれない。もしかしたら、避難

者が分散せずに集住して人のつながりが継承され、早

期帰還者とのつながりへと展開し、早期帰還者にとっ

ても有益だったかもしれない。公営住宅の建設戸数も

抑制できたかもしれない。避難者が孤立せずに済んで

避けられた困難の数々もあったかもしれない。帰還の

方法をはじめとして、今後の見通しを町民らで議論し

実践する自治のある「まち」が町外に形成維持されて、

いずれ「まち」が残ったと思える状況が生み出される

かもしれない。 

これらの考察は「かもしれない」でしかない。しか
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し絶対になかったともいえない。強調したいことは、

反実仮想という方法は、町政を批判する根拠にはなり

得ないが、あり得たかもしれない、もう一つの災後の

姿を想像することを可能にするという点だ。 

同時に、両者の災後の姿に共通するものもみえてく

る。町長が実際にとった町政は、地理的な範囲で町に

戻ることを主眼とし、そこから次第に被災前の町の姿

が現れていくことを願っていたと思われる。一方で

「町外コミュニティ」は人のつながりを経て、被災前

の町の姿が現れると考えている。いずれも被災前の町

を取り戻したい、さらにいえば、残したい、復原した

い、という思いだったことは共通している。 

 

６．津波被災地域において議論すらされなかっ

た「復原」 

次に、津波被災地域での「復原」を考えたい。反実

仮想として、より良い姿を目指す復興ではなく、被災

前の原形に戻す「復原」が災後の理念であったなら、

今どうなっていただろう。 

亡くなった人を悼み、膨大な瓦礫を粛々と片付けな

がら、体育館などでの共同避難生活を送り、仮設住宅

が供給されるところまでは、実際の東日本大震災後と

変わりない。しかし、高台移転や面的な地盤の嵩上げ、

防潮堤の巨大化などの選択肢は存在せず、建築制限も

ない。自分の住んでいたところに、再び住めるように

建て直すしかない。 

そのような「復原」が実現するように、平時から例

外状態における原則が決められている。たとえば、再

建資金の目処が立たない人は、緊急事態にあるので、

社会的な例外として補助金を得られる。家族を亡くす

などして生活が継続できない人も同様に緊急事態に

あるので、福祉政策での対応や公営住宅が用意される。

被災前の建物が建築基準法などに違反していたとし

ても、例外状態として被災前と同じように建て直すこ

とができる。全く同じ建物でなくとも、同じ場所で同

じような暮らし方を、なるべく早く復原するというこ

とが理念である。 

こうした復原だったなら、どうなっていただろう。 

津波の直後を思い返せば、こんな恐ろしいところに

はもう住めないという意見が圧倒的だった(10)。「復

原」しか選択肢がないとなったら理不尽だと暴動が起

きるかもしれない。低地部に再び住みたくないから内

陸部への移転を希望する人も出てくるだろう。その場

合は、低地部の土地を売却し、それでも再建資金が足

りなければ、やはり緊急事態であるのだから社会的な

例外として補助金が得られるべきだろう。また、転出

希望者を受け入れる側、すなわち社会は、緊急的な状

態の人を常に受け入れることを義務とせねばならな

い。転出希望者にとって、家は狭くなり、周辺環境は

変わるかもしれないが、津波に襲われる心配のない場

所を探すことはできるだろう。このような原則の例外

があったら、津波被災地域に住み続ける住民は「復興」

よりもさらに減ったかもしれない。 

それでもやはり「復原」していたらどうだろう。 

まちのあちこちから、場合によっては家の中からも、

相変わらず海がみえる。お祭りも、湧水を生かした水

場も昔のままだ。「復興」理念のもとで実現した計画

や事業よりも、本設住宅に住み始める時期は早まった

に違いない。たとえば震災の二年後には本設が終わり、

災後の日常生活が始まっていただろうか。時期が早ま

ったことで「復興」よりも帰還できた人が増えて、商

業や業務の事業再開率や事業継続率も高まったかも

しれない。仮設住宅が早く空くので、全国から駆けつ

けて常駐して働いていたボランティアたちに使って

もらったら、居着く人ももっといたかもしれない。 

被災前の大きかった家を、居住人数や荷物の量に合

わせて、少し小さく建て直す人もいるだろう。しかし

お祭りのときに使う座敷や庭、お隣さんが気軽にお茶

っこに来ていた縁側、常居を中心とする部屋構成など

は変わらないかもしれない。それぞれの敷地をちょっ

とずつ引っ込めて、道路の幅を多少広げ、見通しの良

い交差点にして避難しやすくするかもしれないが、基

本的な道路網は変わらない。被災前から閉校が決まっ

ていた小学校の建物は、次の被災時にみんなで集まれ
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るような工夫がなされ、浸水した校庭は自分たちの手

で土盛りをしたかもしれない。津波の到達点には碑を

建てて、地震が来たらもっと上に逃げろと刻み、後世

に事実を伝えようとするだろう。人が亡くなった場所

には、木を植えるか、花を絶やさず、悲しみを悲しめ

る場所にもできる。散歩の途中に体育館の横を通り過

ぎるとき、共同避難生活を送った記憶を懐かしみなが

ら、そのことを隣を歩く孫に語るかもしれない。空き

地をみて、ご近所さんが減ったのを寂しむであろうが、

いなくなった人がいることを忘れないことはできる。

そんな津波被災からの 10 年後の今を、当事者地域は

迎えていたのではないだろうか。 

津波被災地域の「復原」という反実仮想は、原発被

災地域の考察に比べてさらに弱い。津波被災地域の事

例のように「復原」を実現しようとした事実に基づい

ているのではなく、筆者の空想だからだ。しかし、そ

のような反実仮想による当事者地域は、図 6 で示し

た「被災後」より「被災前」に近いことは確かだ。図

6 に示す被災前後の変化が生じることは、復興計画策

定時には気づかなかっただろうし、今も明確に意識で

きていないかもしれない。失われたものを理解するこ

とは困難だ。 

「復原」を理念とした津波被災地域は、凄惨で悲し

い記憶と、個々の当事者の多様な創意工夫によってま

ちのあちこちが少しだけ住みやすくなり、災害と災後

という経験が風景に蓄積されて、固有性は失われるど

ころか、強まる。社会からは例外として位置付けられ

る固有性をどう改変していくのか、継承していくのか、

という判断をするのは、当事者であるべきではなかろ

うか。固有性とは当事者地域の暮らしそのものだから

だ。であれば、災後の原則によって改変するのではな

く、まずは被災前の状態に復原しなければならない。 

 

７．災後に「例外としての日常」を復原する 

曲がりなりにも全ての現場（今ここ）は、その社会

の存続を支えている。現場とはそれゆえに大切なもの

だ。その大切なものを奪われた当事者が、それを取り

戻したい、復原したいと願うのは至極当然ではなかろ

うか。しかし、災後にはいつも、それは無理だという

声が社会のあちこちから聞かれる。安全ではないから、

隣人が帰らないから、時間がかかるから、高齢者しか

いないから、お金がかかるから、そんな不便なところ

に若い人は戻ってこないから。理由はいくらでもある。

そのうえで「復興」という理念を掲げ、もっと安全で

もっと賑わいのあるまちがあるはずだ、と社会は想定

した。それは当事者にも伝播した。否、もっと安全で

もっと賑わいのあるまちは当事者の願いだったのか

もしれない。しかし、だとすれば、なぜ災後ではなく

災害前に取り組んでいなかったのだろうか。 

災後の理念を、災害前の状態（原発被災地域の事例

でみたように、災害前の状態の本質とは物理的な空間

や同じ地点とは限らない）を取り戻す「復原」にした

ら、まだ当事者になっていない社会はどう対応するだ

ろう。社会は「当事者になったとき、何を復原したい

のか」という問いを突きつけられることになる。復原

したいものを探したり、そのとき復原したいと思える

ものを生み出そうとしたり、災害に間に合うように真

面目な議論と実践が生まれたりしないだろうか。もし

生み出せるのだとしたら、それでよいのではないか。

災害によって一時的に「復原」が止まることはあって

も、災後も同じように「復原」を継続すればよい。 

災後、当事者は自然（じねん）的実践を始める。自

然（じねん）的実践とは、被害を受けた当事者がそれ

までの経験や知見に基づいて、変容する周囲との関係

を調整する行為であり、主体の代替が効かない暮らし

そのものであり、当事者地域自身が再生しようとする

超計画的行為である(11)。 

どのような自然（じねん）的実践が始まるのか、災

後の状態は事前には予測がつかないので、例外状態に

関する原則には例外を残しておかなければならない。

そのような状態が陥りかねない怖さは、シュミットや

アガンベンの議論をふまえても想像はたやすい。「例

外としての日常」を復原する原則は危険な挑戦だ。し

かし、釜石の子どもたちが「今」の前に「今」を経験
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していたように、当事者になる前に社会が当事者性

(12)を共有することが、自分の固有の暮らし方を守る

方法だ。「例外としての日常」の復原を原則として掲

げながら、復原したいものの議論と、復原したい暮ら

しであろうとする日常の自然（じねん）的実践の過程

において、そのような当事者性を育むことができる。

なぜならそれはまだ経験していない災後の時間だか

らだ。 

 

補注 

(1) 復興計画の策定は、法的根拠となる「東日本大震災復興

特別区域法 2011.12.26」や「大規模災害からの復興に関

する法律 2013.6.21」よりも早い時期から取り組まれた。 

(2) 計画災害は空間計画の分野では Peter Hall が Great 

Planning Disastersとして1980年代初頭にまとめている

が 1)、開発政策や行動経済学の分野では 1960 年代から指

摘されている。時間とコストが計画よりもかかることで、

受益も減少する。塩崎賢明によれば、復興予算は災害地

域以外にも流出する 2)。 

(3) シュミットは、主権者が例外状態において敵か友かの決

断を担うことを正当化し、敵にユダヤ人を含めた。その

帰結は周知の通りだが、現代社会において難民は激増し

ており、例外状態の考察の重要性は益々重い。 

(4) アガンベンは、ホモ・サケル（むき出しの生）すなわち

殺害が処罰されない、同時に、犠牲となることは禁止さ

れているという例外状態を問いとして明らかにした 3）4）。 

(5) 個人と空間計画の集合的な性質については、例外状態と

個人の移動の自由の関係 5）、原則と個人が今居る場所に

居る「在居」の関係 6）という点から、別途論じた。 

(6) 津波被災者の方から「被災前から自分が住んでいたまち

は好きではなかった、津波を契機に外に出られてよかっ

た」と伺ったことがある。また「故郷に戻りたいけれど、

同居家族を失い、娘の嫁ぎ先である西日本に引っ越すし

かなかった」と言いながら、亡き夫との被災地域での思

い出を延々と 3時間ほど語り続けてくださった方もいた。

「被災後に自分がここに留まるのか、出るのか、判断が

できずに、復興計画に関連する会議には出にくかった」

という話もたびたび伺った。「自分の家族親戚がみな無事

で家も流されていないと、やはり意見が言いにくかった」

という話も度々伺った。こうした状況への対応は簡単で

はないが、記録を残すことには意味がある。次の当事者

に解釈の自由を与えるからだ。筆者らが赤浜地区の書籍

7)を記録としてまとめたら「当時は遠方に避難していたけ

れど、本書を読んで何が起きていたのか、よくわかって

嬉しかった、若い世代にも勧めている」というご意見を

伺った。それ以来、拙著だが、人に勧めるようになった。 

(7) 釜石での避難訓練を指導してきた片田敏孝先生は、奇跡

とは呼ぶなとおっしゃる 8)。様々な事情で逃げられなか

った子どもたちがいるからであり、「やるべき」ことを「や

れる」ことに一致させる訓練の結果が実現しただけだと

いう考え方をすべきだからだ。「今」という時間や「やる

べき」ことと「やれる」ことの関係は 9)で論じた。 

(8) 5 章の詳細は 11)で詳しく論じたので参照いただきたい。 

(9) 浪江町のホームページによれば、2021 年 1 月 31 日現在、

福島県外避難者 6,051 人、福島県内ではいわき市 3,167

人、福島市 2,479 人、南相馬市 1,963 人、郡山市 1,706

人に続いて浪江町 1,084 人、二本松市 1,024 人となって

いる。この事実をホームページで示し続けている町の姿

勢には「どこにいても浪江町民」という思いが継承され

ていることが感じられる(アクセス日 2021-2-7)。 

(10) 2011 年秋に大槌町に泊まる必要が生じた。当時まだ宿が

なく、山の上の中央公民館の一室をお借りすることにな

った。明け方だれもいない中央公民館のソファで寝てい

たら余震があった。固い岩盤の山の上で津波が来るわけ

もなかったが、怖くて慌てふためいた。当事者にとって

余震が頻繁に続き常に津波の恐怖にさらされている状態

は緊急事態が継続していると、社会は理解すべきだ。 

(11) 自然（じねん）的実践の意味は 12)などで論じた。 

(12) 当事者性という概念は、筆者のとある査読論文に対する

匿名の査読者の方からいただいた。当事者性の普遍的な

意味を考察できた。心より感謝したい。初稿の段階で丁

寧なコメントをくださった田中正人氏にも感謝したい。

13)の関心と本論考は強く重なっているので参照されたい。 
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１．はじめに 

東日本大震災後、東北地方沿岸部の津波被災地では

復興事業が進む。事業内容は多岐に渡るが、主たるも

のは津波被災地におけるレベル 1 防潮堤の建設、災

害危険区域の指定とそれに伴う住民の高台移転やか

さ上げ造成等の土木事業である。復興の理念は様々に

謳われるが、これらの事業内容から、次の大津波から

住民を徹底的に守る街を建設することが事業の目的

と考えられる。ただし次の大津波がいつどの程度の規

模で発生するのかについて強い不確実性を伴う。さら

にこれらの復興事業に対して莫大な金銭的および非

金銭的費用が既に発生している。ここで非金銭的費用

とは、被災者の避難の長期化や事業完了後の生活環境

の変化等を意味する。特に津波からの安全を象徴する

防潮堤の計画高が高すぎるとの批判が被災地内外か

らあがった。これに対して宮城県知事は「批判がある

のは十分わかっている。でも、次に大津波が来たとき

に私の判断が正しかったのか証明される」と述べてい

る 1)。防潮堤の高さは住民の生活に大きな影響を与え

る。その住民の生活とは復興の対象そのものである。

住民の災害からの安全と復興のあり方は行政が決め

るというかたくなな意志を感じる。それでは批判する

方が誤っており安全や復興については行政に任せれ

ば良いのであろうか。この考え方には検討の余地があ

る。本稿では、安全と復興の考え方を改めて検討し、

これらはパターナリスティックに決められる性質の

ものではないことを示す。 

まず今回の復興事業で生じている問題点を次節に

おいて整理する。 

 

２．津波被災地の復興事業の問題点 

今回の復興事業は大規模土木事業ゆえに被災者の

避難の長期化や帰還した住民の生活環境の変化が生

じている。これらは次の大津波からの安全の代償とし

て被災者により負担されている。 

経緯を振り返ると、東日本大震災後に国の中央防災

会議は津波を 2 種類に大別し、それぞれへの対応の

基本方針を示した。１つは、発生頻度は極めて低いも

のの発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの

津波であり「レベル 2 津波」と呼ばれる。もう１つ

はレベル 2 津波に対して発生頻度は高いが（数十年

から百数十年に一度の頻度）、一定規模の被害をもた

らす津波であり「レベル 1 津波」と呼ばれる。レベ

ル 2 津波に対しては、何より人命を保護することを

目的とし、防潮堤等のハード対策のみに頼らず、避難

等のソフト対策も含めた総合的な対策が必要である

としている。レベル 1 津波については、原則として

防潮堤等のハード対策で対応し、人命だけでなく防潮

堤の背後の生産設備や社会インフラ等の資産も守る

方針である。この考え方が東北地方沿岸部の被災自治

体の復興計画に反映されると様々な問題が生じてき

た。1 つは巨大防潮堤の出現である。レベル 1 津波へ

の対応とはいえ 10メートルを超える高さの防潮堤建

設計画が示されると被災地内外から「圧迫感を感じ

る」、「海が見えない」といった反対意見が出された。

さらに東日本大震災と同じもしくはレベル 2 相当の

津波が来た場合に、レベル 1 津波の防潮堤を越え浸

水する地域は災害危険区域（建築基準法 39 条）に指

定され新規の住宅建築等が制限された。新規に住宅を

建設するならば、盛り土でかさ上げされた土地か、山

を切り崩して作った高台か、あるいは内陸エリアに移

らなければならない。資金面では防災集団移転事業が



特集 東日本大震災 10 年｜災害復興と暮らしの再生  

 

 復興 (25 号) Vol.9 No.2  2021.3.  22 

 

浸水した土地の買い上げと移転に伴う補助を可能と

し住民の移転を促進した。こうした復興事業は自治体

により若干の違いはあるものの津波被災地の多くで

実施され、次の大津波に対して安全な街づくりが土木

工事として進められた。 

図１は宮城県の復興計画のイメージ図である 2)。上

段は三陸地域を対象とした復興計画のイメージであ

る。防潮堤を建設しつつも住宅は高台に移転させ、防

潮堤の背後は産業エリアとする計画である。下段は仙

台湾南部地域や石巻市平野部を対象とした復興計画

のイメージである。防潮堤を建設しつつも住宅エリア

はより内陸側に移転させ、その間に農地やかさ上げさ

れた道路等を建設する。「多重防御」と呼ばれる。後

背地に居住エリアが確保できる平野部で多重防御の

街づくりは現実的である。しかし三陸地域の場合は事

情が異なる。沿岸部の多くは山地と海岸が近く平地の

少ないリアス式海岸である。多くの集落が災害危険区

域に指定され防災集団移転の対象となったが、大津波

から安全でかつ集団移転できる土地は近くにはない。

レベル 2 津波はレベル 1 防潮堤を乗り越えるため防

潮堤の背後も災害危険区域に指定された。もともと養

殖や漁業を生業とする人々と関連産業に従事する

人々が集まりコミュニティが形成されていた地域で

ある。十分な土地が無い場合は、住民はばらばらに高

台等に移転せざるを得ず、集落が解体してしまった地

域もある。また長期に渡る土木工事である。工事の完

成を待ちきれずに他の地域に移住する人々も多い。大

津波に対して安全な街となっているが、従来の生業や

住まいは制限され、故郷を離れる被災者も多い。住民

を大津波から安全な場所へ移動させる一方で、住み慣

れた土地からの移住や地域コミュニティの解体、景観

や環境の変化といった非金銭的負担を住民が背負っ

ている。住民の安全を確保するため行政が進める事業

である。高台に住んでいれば夜間に地震があっても、

体が不自由であって避難できない場合でも津波から

は安全である。やむを得ないと考えるべきなのか。 

 

図 1 宮城県による復興計画のイメージ図 

 

このことを考えるため「安全」の概念を改めて検討し

たい。 

 

３．「安全」の再検討 

（１）リスク間トレードオフ 

行動経済学者として著名なキャス・サンスティーン

（2012）は、大災害のリスクをゼロにしようとする

と別の分野でリスクが生起するリスク間トレードオ

フに警鐘を鳴らす 3)。特に厳格な予防原則、すなわち

事象の発生に強い不確実性が存在しても、被害が甚大

でありかつ不可逆であると考えられれば対策は実施

すべきとする原則は矛盾をはらむと指摘する。例えば、

2003 年の米国によるイラク攻撃が挙げられる。イラ

ク攻撃の背景には当時チェイニー副大統領の「1%ド

クトリン」という考えがあったとされる。これは米国

に深刻な被害をもたらすテロの可能性が1%でもあれ

ば、その可能性は徹底的に排除しなくてはならないと

の考えである。大量破壊兵器は見つからなかったが、

わずかな可能性でも脅威は排除するという考えには

沿った行動であった。しかしイラク戦争がその後の中

東情勢の不安定化とテロ活動の活発化という新しい

リスクを米国にもたらすことになる。より身近な例を

挙げよう。交通事故に遭うことを極端に恐れる人がい

るとしよう。この社会では交通ルールを守る限り交通

事故に遭う可能性は小さいとする。その人は交通事故

の可能性を排除するため自宅から一歩も出ないとい
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う対策を計画した。しかし長期に渡り自宅に引きこも

れば心身の健康に悪影響が生じ、何らかの病を患うか

もしれない。それが生存に関わる場合には交通事故か

らは安全になるが命を脅かす別のリスクに直面する

ことになる。リスク間トレードオフとは、あるリスク

を徹底的に排除しようとすると別のリスクが出現す

る場合があり、そのことを十分に考慮しなくてはいけ

ないことを示唆する。 

リスク間トレードオフの考えは、今回の復興事業に

ついても示唆を与える。次の大津波の発生確率につい

て正確なことは分からない。次の大津波がレベル２ク

ラスである可能性も小さいかもしれないが排除でき

ない。厳格な予防原則の立場からは、再び多くの犠牲

者を出さないために事前に巨大防潮堤を建設し，住民

を高台に移住させておくべきである。これにより津波

被害のリスクはほぼ排除できる。しかし次の大津波に

よる被害発生のリスクを減らすほど、別のリスク、つ

まり住民の生活環境の悪化が生じ得る。住民の避難は

長期化し、対策が完了しても総合的にみれば生活環境

は悪化するリスクがある。リスク間トレードオフの対

策の基本は、ある特定のリスクだけに着目せず、関連

し得る多くのリスクを同時に考慮することである。津

波災害への対策も例外ではない。 

（２）安全の決まり方 

多くの人にとって、安全は「絶対安全」の意味であ

る。例えば「この水は安全である」と国が認めればい

くら飲んでも健康を害することは無いと考える。安全

と安心を分けて使用する場合もある。その際、安全と

は科学的および客観的に決められるものであり、安心

とは主観的なものであるされる。この場合においても

安全は国の基準値等の形で数値として示される場合

が多い。しかし安全を保障する基準値が科学的か否か

は別の話である。岸本（2012）は、安全とは社会的

合意に基づき暫定的に決められる約束事であるとい

う 4)。例えば特定の大気汚染物質や水道水中に含まれ

る化学物質の水準は、10 万人に 1 人が癌になる水準

に決められている。ただし 10 万人に 1 人という数字

が安全である科学的根拠はない。専門家が 10 万人に

1 人という基準値が守られていることが安全である

とみなしたのである。他の例として、第 10 次交通安

全基本計画というものがある。そこでは年間の交通事

故死亡者数の目標を 2,500 人以下とした。この場合

2,000 人が死亡していたとしても「安全」の目標は達

成されたことになる。なお第 9 次交通安全基本計画

の年間死亡者数の目標は 3,000 人以下であった。この

様に「安全」の目標は変化することがある。岸本

（2012）が、安全は社会的合意に基づき暫定的に決

められるという意味は以上の例から理解することが

できる。「10 万人に 1 人」という数字も「2,500 人」

という数字も完璧な論理展開から導出されたもので

はなく社会が決めている。ただし社会の全ての構成員

が議論し合意した基準ではない。多くは専門家が適切

であると判断した基準が採用されている。対象によっ

てはその方が適切な場合もある。 

工業製品等に関わる国際的なガイドラインである

「ISO/IEC GUIDE 51」における「安全」も環境や

健康に関する基準値や交通安全の目標と親和的であ

る。同ガイドラインでは「安全」とは「許容不可能な

リスクがないこと」と定義されている。日本の JIS

においても「安全」は「人への危害または資（機）材

の損傷の危険性が、許容可能な水準に抑えられている

状態」と定義されている。すなわちリスクが存在して

いても許容可能であれば安全なのである。上述の国際

規格で「許容可能なリスク」とは「その時代の社会の

価値観に基づく所与の状況下で，受け入れられるリス

ク」と定義している。向殿（2016）は「現実には、

どこまでやったら安全かという目標は、リスク、コス

ト、ベネフィット、および他のリスクとのコンフリク

ト等とのせめぎ合いで決まる」と述べる 5)。村上他

（2014）は安全に関わる様々な「基準値」がいかな

る経緯を経て決まったかを詳しく説明しており、「「受

け入れられないリスク」は時代や社会、文化的習慣の

なかで育まれるものであり、自然現象を物理学で解き

明かすようには決められない」と述べている 6)。  
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図 2 リスクと安全の関係 

 

上述の「安全」に対する考え方を我々は事実上受け

入れている。例えば交通事故により毎年多くの人が死

亡している。多くの人が交通事故は身近な死亡リスク

の 1 つと考えている。それでも我々は自動車が道路

を走ることを許容している。我々の圧倒的多数が、自

動車の走行を禁止すれば我々の日常生活と経済活動

に著しい不便をもたらすと考えるからである。すなわ

ち我々は、交通事故で死亡するリスクをゼロにしよう

と思えば莫大な費用が個人および社会に生じること

を懸念しており、「絶対安全」をあきらめている。た

だし自動車の運転には法律が定められ、運転には運転

免許証の取得が必要である。危険な運転には厳しい罰

則が伴う。自動車も定期的に車検を通さなければなら

ない。自動車の安全性能や道路環境も改善されている。

また幼い頃から交通安全教育は実施される。私たちの

社会はリスクを許容しつつもそのリスクを減らす社

会的努力を不断に行っている。 

私たちは、安全といえば絶対に安全であると想起し

がちであるが、実際には様々な便益との妥協の結果と

して決まる安全を受け入れて日常生活を送っている。

しかし復興事業は名実ともに絶対安全を追求した側

面があった。次の津波からのあるべき安全の水準は、

生活の利便性や環境の保全といったその他の便益を

考慮し、行政と住民の間で時間をかけて決められるべ

きだったのである。図 2 はリスクと安全の関係をグ

ラフ化したものである。横軸はリスクを測っており、

右端はリスクがゼロの状態、左側に行くほどリスクは

高まることが示される。縦軸はリスク削減の累積の費

用を測っている。図中の右上がりの曲線はリスクと費

用の関係を表しており、あるリスクを小さくするほど

そのための費用が増大することを表している。津波対

策の例では、避難訓練や津波避難タワーの建設といっ

た施策をすれば大津波が大災害となるリスクは小さ

くなる。しかもそれらの費用は比較的安価である。加

えてレベル 1 防潮堤の建設を行えばリスクはさらに

小さくなるが費用は急速に増加する。この費用の中に

は住民の生活環境の悪化といった非金銭的な費用も

含まれる。さて、リスクを小さくすればするほど費用

は急速に増加する。どこかで我々はリスクを許容しな

ければならない。図中の縦線は、費用を考慮した上で、

社会的に許容可能なリスクの水準を示しており、その

リスクの水準こそが安全の社会的合意水準である。こ

の水準は向殿（2016）が述べている様に、「リスク、

コスト、ベネフィット、および他のリスクとのコンフ

リクト等とのせめぎ合い」で決まる。 

（３）行政と住民の間での合意形成の必要性 

安全とは「許容不可能なリスクがないこと」である

と述べた。それならばどれだけのリスクが許容不可能

かということを決めなければ津波からの安全を達成

する手段が決まらない。水道水中の化学物質について

は、利害関係者はあまりに多く、またその化学物質を

減らすことにより発癌確率が 10 万分の 1 から 50 万

分の 1 となっても専門家以外の人々にはその意義は

わかりにくい。そのため一部の専門家がその他の人々

を代表して安全の水準を決定することも合理的であ

る。しかし防潮堤建設や高台移転の問題は性質が異な

る。被災地の住民は日常的に津波の恐怖を感じながら

も海からの恩恵を受けて暮らしきた。防潮堤や高台移

転は住民の生活を大きく変えるであろう。そのことを

最も理解しているのは被災地の住民である。そのため

に住民と行政の間で時間をかけ丁寧に話し合う必要

がある。実際に話し合いを行った地域では防潮堤の高

さが当初計画より下がっている地域もある。気仙沼市
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市議の今川悟氏は「防潮堤計画の見直しに成功した地

区では、地域の代表と行政による小規模な話し合いを

重ねた後に、地域全体に説明して同意を得た。逆に住

民がまとまらなかった地域では、こうした話し合いが

できず、計画の見直しができるのに、できなかったケ

ースもある。結局は地域力の問題なのだが、普段から

の地域コミュニティが震災後に問われることになる」

と指摘する 7)。ここで住民と行政の話し合いは実質的

には「許容不可能なリスク」を探るプロセスであると

考えられる。 

安全は最終的には社会的合意により決定されるが，

意思決定のプロセスにおいて科学が果たす役割は大

きい。キャス・サンスティーン（2012）は可能な限

りリスクと対策費用を定量評価し対比させ議論すべ

きであると主張する。定量評価にあたってはシミュレ

ーション等の科学的手法が欠かせない。リスクと対策

費用の定量化は費用便益分析の価値観を持ち込むこ

とになるが、同氏はそこに予防原則の視点も入れた現

実的な提案をする。それは、例え発生頻度は低くても

壊滅的な被害を社会にもたらすならば、そうした災害

を合理的な形で特別視すべきであるとする点である。

具体的には大規模災害は社会に行く末に関わるイン

パクトを持ちうるため、定量評価の際にある種の安全

率を設けることを提案する。いずれにせよ安全の水準

を決めるため専門家と行政、住民との丁寧な話し合い

が必要である。そして合意形成に至るプロセスにおい

て科学は欠かせない。ただし科学的知見も不確実性を

含むためその扱いには注意が必要である。防潮堤の問

題に関しては、宮城県気仙沼市鮪立地区で行われた津

波シミュレーションのやり直しがよく知られている。

海底地形の詳細化という形で津波シミュレーション

をやり直し、同地区の防潮堤は当初計画の高さ 9.9m

から 8.1m に変更となった。 

（４）復興事業の評価 

 安全は社会的に決定されるものであるという事実

を踏まえれば、現在の復興事業の正当化は難しい。行

政にとって津波からの安全とは絶対安全を意味し、そ

の達成に伴い莫大な金銭的および非金銭的費用が生

じた。この絶対安全という安全の水準について行政と

住民の間で十分な話し合いが行われ、合意されていた

のであれば問題はない。しかし今回の復興事業の計画

段階でその様な合意がなされていたとは思えない。行

政は住民と時間をかけて話し合い「許容不可能なリス

ク」あるいは実質的な安全の水準について合意しなけ

れば安全な防潮堤の高さは本来決まらないはずであ

る。防潮堤の高さが適切なプロセスを省いて決定され

たのであれば防潮堤建設の正当性は保てない。 

次の大津波はいつ発生するのか分からず、防潮堤が

壊れている地域でじっくり話し合う時間はないとい

う考えもある。しかしその場合にも安全とは何かとい

う問いに突き当たる。話し合いに時間をかければ不意

に起きる大津波に対処できないかもしれない。しかし

時間をかければ住民にとってより良い津波対策が実

現するかもしれない。話し合いを続けるリスクをどれ

だけ許容するのかは、最初に行政と住民が合意すべき

ことなのである。 

 

４．地域の復興と人間の復興 

ここまで、津波対策事業のあり方を安全の実質的な

姿を確認しながら検討してきた。忘れてはならないこ

とは、東北地方沿岸部の津波対策事業は復興事業とし

て行われているということである。既に見た通り、今

回の復興事業はパターナリスティックに進められ，結

果として問題が生じている。このことは復興の考え方

も検討が必要であることを意味する。 

これまでの復興とは建築物の空間的な集まりであ

る街を復興することであった。復興の指標として被災

地の人口や産業の出荷額が用いられることがあるが、

これらは集計量であり、個々の被災者が抱える問題を

明らかにするものではない。さらに内閣府の「復旧・

復興ハンドブック」にあるように「被災地において、

被災前の状況と比較して「安全性の向上」や「生活環

境の向上」、「産業の高度化や地域振興」が図られる等

の質的な向上を目指すこと、の両者を併せて「（被災
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地の）復興対策」と呼ぶこととする」とある様に 8)、

安全性のみならず生活環境や地域経済の向上が求め

られている。過疎化と高齢化が著しい地方においてそ

の様な街を設計し実現させることは極めて難しい。復

興についても考え方を転換させなければならない。  

経済学者の福田徳三は、復興とは人間の復興である

と主張した 9)。福田の説く人間の復興とは、被災者の

生活、営業、労働の機会の復興を意味する。この考え

の背景には、「今日の人間は、生存するために生活し、

営業し、労働せねばならぬ」との考えがある。この考

えに基づけば、政府の復興事業とは、被災者が再び生

活と営業、労働の機会が得られるよう支援することと

なる。また復興のための土木事業は人間の復興を実現

するための手段となる。津波からの安全も生存の条件

に含まれるべきであろう。そのため人間の復興のため

には防潮堤の再建も含まれ得ると考えられる。ただし

それは生活や営業、労働の機会を大きく制限すべきも

のとなってはならない。津波からの安全だけでは人々

は生存できないのであり、生活、営業、労働との調和

を十分に考慮しなければならない。福田の唱える人間

の復興は、安全のあるべき考え方と親和的である。 

 

５．おわりに 

今回の復興事業の問題の根底には、復興の対象を、

建築物の空間的な集まりである街としていたことが

ある。復興事業は、土木事業も経済政策もその内容と

して含むが、その目的は個々の被災者が災害を乗り越

えることを支援することにある。災害を乗り越える方

法は被災者により大きく異なるであろう。それゆえに

本来的にパターナリスティックなものではない。まし

てや復興は地域経済の低迷を解消するものではない。

国家の役割は、被災者が復興を目指す過程において、

支援をしたり、人々の間の利害調整をしたりすること

にあると考えられる。 

巨大防潮堤とそれをめぐる議論が出現したことは、

成熟した日本において復興のあり方が転換点にある

ことを示している。 

補注 

(1) 本稿ではリスクという用語を、ある有害な事象の発生確

率という意味で用いている。なお工学的にはリスクとは、

事象の発生確率と被害量の積として定義される場合が多

い。本稿でのリスクという言葉は、被害量を与件とした

場合の発生確率とも考えらえる。 
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 東日本大震災が残した災害復興法制の課題 
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１．はじめに 

東日本大震災 10 年に当たり、これを節目に、被災

者・被災地の復興に仕向けられてきた様々な施策や活

動が終了へ向かっている。復興公共事業はこの十年

粛々と完成に漕ぎつけ、復興庁評価や県民意識調査等

で高く評価されているが、そのことをもって「復興」

が達成されたと言い換えることはできない。震災で現

実に人的物的被害を被った被災者の視点で、「復興」

はいかに評価されているのか。筆者らは東日本大震災

から 10 年を迎える岩手県・宮城県沿岸の被災地域に

て質問紙調査を実施した1。回答の 8～9 割を、全壊・

流出の罹災証明を受けた被災者が占めた2。本稿は、

この調査結果に依拠しつつ、災害復興法制の残された

課題を抽出することを意図する。 

  

２．被災者による復興評価―「復興」は達成さ

れていない 

筆者らの上記調査の主要な評価項目は、2013 年制

定の大規模災害復興法（3条）が復興の基本理念とし

て掲げた、生活再建、経済復興、将来にわたって安全

な地域づくりの３側面である。 

まず住宅復興について、震災前は自己所有地上の持

家が７割を占め、借地上の持家を合わせると持家世帯

は８割に及んでいたが、震災後は４割の世帯が災害公

営住宅の選択を余儀なくされている3。背景要因の一

つとして、復興公共事業の手法の違いが住宅復興に与

えた影響が示唆される4。 

家計面では、収入減・預貯金減を指摘する回答が６

割に上り、また支出増や借金増の訴えが５割を占めた

5。生計の状況については、震災前水準まで回復した

とする回答は３割弱にとどまり6、回復の遅れの原因

として「建物設備復旧の遅れ」や「顧客喪失」が指摘

された7。ただし業種別には、建設業・卸小売業で再

建達成が６割に及び、他方、農林業で廃業・転業が目

立ち、また製造業や宿泊飲食業では再建・廃業の明暗

が分かれた8。このような業種別の相違の背景に、復

興特需や各種補助金などの公的支援の恩恵に浴した

向きと、地盤嵩上げ事業により事業再建の長期待機を

余儀なくされその間の人口流出に苦しむ向き、また住

宅・事業の分離を前提する防災集団移転促進事業によ

り安全が確保されない災害危険区域での事業再開を

余儀なくされ顧客が戻らない向きなどとの「復興格

差」が考えられ、公的介入のあり方に疑問を投げかけ

ている。 

地域経済の回復状況について、被災者の認識は地域

差があり、復興公共事業の長期化した地域では震災前

の 4～5割に留まるとする回答が多かった9。人口回復

状況についても同様に回答の地域差があり、人口流出

の原因についての最多回答（回答者の６割）が「復興

工事で待たされた」ことを理由として挙げた10。 

地域コミュニティの状況については、震災前に盛ん

であった「伝統行事・祭り」「運動会」「老人会」など

を中心に地域活動が大幅に減少しており11、これを活

性化する公的支援に見るものはなく12、とくに高齢者

層や災害公営住宅居住者の回答でリーダーや相談先

の不足が指摘された13。将来活性化したい活動として

は、「伝統行事・祭り」が「環境整備」「地域づくり」

とともに挙がり、地域文化の掘り起こしを本格的な地

域再建に結び付けていきたい心情がうかがわれた。 

他方、阪神・淡路大震災当時に個々の被災者の復興

状況を分析する手法として登場した「復興カレンダ

ー」は、被災者の復興感に依拠した復興評価の手法と

して多用されている14。阪神・淡路大震災の復興では

「⑩地域経済が災害の影響を脱した」の遅れが長く尾
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を引いたことが知られているが、東日本大震災の本調

査では「⑩地域経済が災害の影響を脱した」のみなら

ず、「⑨自分が被災者だと意識しなくなった」、「⑧地

域の活動がもとに戻った」、「⑥家計への災害の影響が

なくなった」の多数の項目について、復興十年を経て

いまだ 50％の回答水準が達成されていない。とくに

いまなお⑨「被災者」意識をぬぐい得ていないとする

回答が７～8割に上ったことは注目される。 

本調査の復興カレンダーではまた、「②もう安全だ

と思った」、「⑤すまいの問題が最終的に解決した」、

「⑦毎日の生活が落ち着いた」、「⑧地域の活動がもと

に戻った」、「⑩地域経済が災害の影響を脱した」、「⑪

地域の道路が復旧した」、「⑫地域の学校教育が復旧し

た」の多数の項目について、地域別の回答の有意差が

認められた。このことは、復興公共事業の手法や完成

時期などの違いが15、被災者のくらし・地域経済・地

域コミュニティの全般に及ぶ影響を与えたことをう

かがわせる。 

以上の調査結果は、東日本大震災復興 10 年に当た

り、多くの被災者にとって「復興」がいまだ現在進行

形の課題であることを語っている。 

 

３．安全対策の選択手続 

こうした被災者の認識から学ぶ法的課題の一つは、

災害復興における安全対策の選択に被災者の参加を

組込む法制度の構築と考えられる。さかのぼれば関東

大震災以来、日本の災害復興は都市計画法制による行

政単独の意思決定に既定されてきた。阪神・淡路大震

災後も土地区画整理事業や都市再開発事業が行政決

定され、復興 25 年を経てなおその経済的成果に疑問

が向けられているが、住民参加の制度改革もまたその

大きな積残し課題であり、「まちづくり協議会」等の

制度設計の模索が続いた。しかし東日本大震災復興に

おける安全対策は、2011 年制定の東日本大震災復興

特別区域法によるいわゆる「特区」方式に依拠し、あ

たかも時間軸を関東大震災に逆戻りさせたかのよう

に、既存手続を排除し、迅速な行政単独決定を可能に

した。さらに 2013 年制定の大規模災害復興法はこの

「特区」方式を恒久化した。同法は被災市町村に「公

聴会の開催その他の住民の意見を反映させるために

必要な措置」を求める一文を置くが（10条 5項）、情

報開示義務や手続保障は一切定められていない。「復

興計画」は行政計画に過ぎず、私権に直接かかわる「処

分性」がないとされるため、司法審査が及ばない。個々

の事業計画に至って初めて司法審査が可能とされ16、

しかしその段階ではすでに手遅れとなる17。迅速であ

るかもしれないが間違った行政判断を、糾す者のない

仕組みである。 

東日本大震災の安全対策は「多重防災」と称し、防

潮堤建設・嵩上げ区画整理・防災集団移転などの大規

模な復興公共事業を複雑に組み合わせるものとなっ

た。その成果検証は課題である。メリットであるはず

の「安全」の実現はレベル１対応に留まり、将来襲う

レベル２クラス（東日本大震災規模）の津波に対応で

きず、各自が走って逃げる自助・共助が前提とされて

いる。デメリットとしては、高さ 10m 超の巨大防潮堤

建設に伴う漁業操業や景観等の侵害が指摘されてい

るが、何よりも長期の工期が、被災者の住宅再建と生

計手段たる事業再建を数年間にわたって阻んだこと

が最大の問題であり、被災者に多重被災ともいうべき

多大な犠牲を強いるものとなったことが銘記されね

ばならない。 

不完全な「安全」と、著しい生活再建の犠牲。巨大

防潮堤の背後で、地震の揺れを感じるたびに「レベル

２」津波が来たのではないかと怯えながら生きる被災

地は、十年待っても「安全」を手にしてはいないこと

は、上記調査にも表れた18。子育て世代を中心とする

人口流出は、安全対策の限界を見据えた住民の合理的

判断の結果であろう。安全対策の決定過程が、地域に

生き地域を知る住民自身の実質的な選択に委ねられ

ていたならば、上記調査にみる人口流出は避けられた

と思われる。 

法治国家・日本の災害復興が、災害対応の迅速性を

錦の御旗に、戦前の行政独裁型制度を踏襲し、司法審
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査を廃し、いつまでも「法の支配」の埒外で進んでよ

いとは思われない。「安全」という地域社会の最大関

心事を、地域自身が自主選択するべきことは憲法（29

条 2 項）上の要請と考えられる。ことに長年に及び住

民の土地所有権等の基本的な財産権行使を停止する

復興公共工事の可否決定について、住民の自主判断を

実質化することは現代立憲国家の要請と言える。いか

に市民運動を喚起しても、法的手続がなければ住民意

思を行政過程に反映することは難しいことから、災害

復興法制の役割が待たれる点である。 

関東大震災の帝都復興以来の土地区画整理法は、行

政と地権者だけで決する手続である。阪神・淡路大震

災を契機に、都市計画法に紐づけされたまちづくり協

議会条例が活用され、借家人やテナント事業者など一

般住民が参加でき、市長の意思決定を左右するための

制度根拠を得た。大規模災害復興法の「特区」方式の

改正が困難であるとしても、先進的な自治体が、同法

を授権根拠とする災害復興条例を起草し、住民参加手

続を詳述していく道は残されている。日本のあらゆる

地域で災害が多発する今、各地でそのような条例を具

現化する機は熟していると考えられる。 

 

４．被災者支援を連結し活かす共助 

日本の被災者支援の諸制度は、戦後の福祉国家観の

もとで制定された 1947 年災害救助法のいう「被災者

の保護と社会の秩序の保全」の一念に根ざし、被災世

帯に直接支給される災害弔慰金法（1973 年）や被災

者生活再建支援法（1998 年）を携え、また生業面の

支援としても農林水産業や中小企業を対象とする激

甚災害法（1954 年）や各種の要綱措置があり、国際

比較で見れば公助中心の制度例と考えられる。 

ところが国家財政の赤字累積を背景に、公助よりも

自助・共助を強調する国の路線が強化され、被災者支

援の諸制度は運用上の足かせに苦しんでいる。被災地

行政にとっては、災害対策基本法（91-104 条）や災

害救助法（18-30 条）が地方財源を基本とし、国の補

助が定かでないことに怯えがある。東日本大震災後は、

仮設住宅の完工引渡しをもって災害救助会計を終了

し、「災害対策本部」の看板を「復興対策本部」に架

け替え、復興段階では国の 10/10 の手当てを陳情する

自治体の姿があった。その帰結が 2011 年 12 月成立の

東日本大震災復興特別区域法であり、国の 10/10 の財

政負担が措置された。これにより、公助による「復興」

の範囲は主に復興推進事業や復興整備事業と称する

ハード型事業に狭められ、また被災者支援についても

国庫による地方負担率減免の枠内で弔慰金（地方負担

率 25%が 17.5%に）や被災者生活再建支援金（県負担

率50%が20%に、市町村負担率0%）などが運用された。 

被災自治体にとって、国の補助範囲を超える被災者

支援の余裕はなく、別途財源の捻出が必要であった。

岩手県が雇用調整助成金制度を利用し雇用した生活

支援相談員制度などが稀有な例である。国は使い切り

の「復興基金」を設けたが19、主に復興公共事業に伴

い正規の国家会計ではカバーが認められない項目に

充てる意図で利用されたと見られ、いわば国から被災

自治体への手切れ金のような性格であり、被災者支援

を主眼として運用されてはいない。なお岩手県・県下

自治体が復興基金を住宅再建世帯に対する補助金積

増しに利用したけれども、これは後述のように、被災

者支援というよりも、震災後の岩手県の行政指導によ

る居住制限が１年余りの長期に亘ったことに対する

「損失補償」の文脈がうかがわれる。 

国家財政・地方財政のひっ迫は、高度成長時代に積

増しされてきた公助制度を統廃合する議論につなが

りやすい。被災者の生活再建は各自の問題だとする自

助・共助論である。 

しかし東日本大震災は他方で、32 兆円に上る巨額

の復興特別会計を設け、毎年度、果敢に支出された。

復興庁の例年の歳出項目をみれば、この巨額はひたす

ら土木工事に投入され続けたことが見え、他方で被災

者の生活再建に資すると見られる生活基盤行政復

興・消費生活復興・社会保障等復興・教育・農林水産

業復興・地域活性化・金融機能安定円滑化などの事業

項目はわずかな配分に留まってきた。 



特集 東日本大震災 10 年｜災害復興と暮らしの再生  

 

 復興 (25 号) Vol.9 No.2  2021.3.  30 

 

このような東日本大震災復興の予算使用の実情に

鑑みれば、新自由主義時代の被災者支援の問題は、財

政ひっ迫にあるというよりも、財政が過剰に公共土木

工事に投入されている現実にあることが浮き彫りに

なる。 

背景に、復興予算を活用し日本経済全体の活性化を

図らんとするケインズ主義的財政政策が見え隠れし、

またこれに群がる族議員・業界ぐるみの硬直的な既得

権益が存在する。21 世紀の現代において、百年前の

ニューディール政策のフーバーダム建設と変わらぬ

公共土木工事の乗数効果に期待する千年一日の財政

政策に終始しているようであっては、国家財政を預か

る官僚制度の行き詰まり感を見出さざるを得ない。 

実体経済の復興は、被災者・被災地のくらしが実際

に成り立ち、家計として活発に消費し、事業者・労働

者として生産性を高めてこそ導かれる。くらしが成り

立ってこそ人としての尊厳が確保され、心理面・健康

面の問題も改善し、被災地経済は再生に向かうことが

できる。上記の筆者らの復興 10 年調査で、８割の被

災者が「被災者」意識をぬぐい得ていないと回答した

現状は、現行の被災者支援制度の失敗を意味している

と言わざるを得ない。2018 年に公表された山崎栄一

らの「被災者総合支援法」提案は、公助を応急段階で

終了させず、被災者の自立的な生活再建を可能にする

連続的な制度として再編することを促している。 

筆者は「被災者総合支援法」の射程に、災害救助法

からシームレスにつながる住宅支援や社会福祉・医療

的ケアのみならず、被災者の生計再建を実現する諸施

策が、住民参加型の復興地域づくりと連動しながら有

機的に組み込まれていくことが望まれると考えてい

る。東日本大震災後には中小企業グループ補助金を嚆

矢とする経済系補助金が登場し、多くの事業者の窮地

を救ったことは事実だが、しかし立ち上がりの早い軽

度被災者が率先して利用し、重篤な被災者ほど恩恵に

預かりにくかったなどの「復興格差」は、上記の筆者

らの調査結果にも表れた。また既得権益の救済にとど

まり、若者世代の新規参入には支援がないなど、市場

に対する公的介入のあり方を考えさせた。 

そうしたなか筆者の注目する一例は岩手県山田町

の復興である。地元商工会がリードし、三鉄駅前に災

害公営住宅や住宅店舗一体型商店等を集約する衣食

住集約型の「生活街」構想を掲げ、町行政による復興

まちづくり計画の策定過程に食い込むとともに、中小

企業グループ補助金等の公助を団体で活用すること

により、多くの被災事業者の共同による地域づくりを

実施した。復興予算の使途が上記のように圧倒的に公

共土木工事が占めるなか、グループ補助金等の地域経

済活性化型の補助金は、地域経済の再生に仕向けられ

た稀有な公助であったが、多くの自治体行政はそのよ

うな経済系補助金を個別事業者への分配に費消して

しまった。山田の例は、商工会のイニシアティブによ

って、あえて個別再建と地域再生とを結びつける視点

で、個々の公助を共同で受容する地域力を発揮し、有

効に活用した例と考えられる。 

被災者支援をめぐる今後の制度化の課題は、世帯別

の補助金支給をいかに拡充するかという従来の「公助

→自助」の軸とともに、「共助」が軸となって公助・

自助を取り込みつつ復興まちづくりを集約する方向

性が課題であると考えられる。現行の公助は住宅・店

舗など個人資産の再建に仕向けられ、それは今後とも

維持されるべきだが、しかしそうした個別の補助金が、

世帯別の意思を分断し行政統制下に置く手段として

終わらないためにも、わずかな「公助→共助」の軸を、

法制度により行政に義務づけることが有効と考えら

れる20。 

 

５．私権の尊重と損失補償 

 筆者らの上記調査で実施した「復興カレンダー」で

は、上記のように②安全、⑤すまい、⑦毎日の生活、

⑧地域の活動、⑩地域経済、⑪地域の道路、⑫地域の

学校、の諸項目で地域別の有意差があり、工期が数年

にわたる安全対策事業が実施された地域で、被災者の

生活やコミュニティ機能の再建により深刻な影響が

うかがわれた。このことは、公共事業における私権制
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限と損失補償の古典的なテーマを改めて想起させる。 

安全対策事業がいかに地域の「公共の福祉」にとっ

て重要であるとしても、被災者の居住・生計の基盤を、

数年もの長くにわたって侵害することは許されない。

震災直後に再建を開始できていれば、物価高騰前に住

宅再建費は半額で済み、人口流出を止め顧客を維持し、

被災地は雇用を回復できていたかもしれない。小屋掛

け同然の仮設住宅と百万円の生活再建支援金基礎給

付の提供のみで、損失補償が果たされたということは

できない。 

「生存権」（憲法 25条）に依拠して公助強化の立論

を図っても、新自由主義時代の政府は、同条は「プロ

グラム規定」に過ぎず行政裁量に服すると一蹴し、生

活再建支援金の基礎給付を口封じのごとく配布して

終わらせてしまう。これに対して、私的財産権保障（憲

法 29 条 1 項）は近代国家の確立された「自由権」で

あり、行政裁量の余地はない。新型コロナ禍では、新

型インフルエンザ特措法による緊急事態宣言下でわ

ずか１～2 か月の休業要請すら補償問題を招きかね

ないとして、行政は発出をためらった。しかし東日本

大震災被災地では数年に及び被災者の生活再建が停

止されてきた。コロナ禍はこのことの不条理に気づく

良い機会である。被災者を数年待たせて憚らない復興

公共工事を行政にとって高くつくものとさせ、他方で、

近隣高台で果敢な用地取得を実施し集団移転を早め

た地域の成功例を高く評価していく必要がある。 

東日本大震災後には、建築基準法 39条や 48 条を根

拠に数か月に及ぶ土地利用制限が無償で実施され、被

災者が再建に立上がり生きようとする意欲を抑圧し

た。その後、土地区画整理等の復興整備事業は、家屋・

店舗等の私的資産が全壊流出したことを奇貨として

補償価値をゼロ査定し、町はずれの仮設店舗・工場を

当てがう以外の営業補償を行わなかった。また借地権

の保護を定めた罹災法を廃止し、震災２年後に法務省

は滅失家屋について職権による一斉登記抹消事業を

実施し、また裁判所は登記を欠く土地を所有者不明地

と宣言するなど、国家を挙げて被災者の私権抹消や過

小評価に奔走する姿があった。コロナ禍でパチンコ店

の営業をわずか１か月止めることをも躊躇する同じ

議論を、私達は東日本の被災地に向けるべきではなか

ったのだろうか。復興公共工事を超然的な公権力発動

として市民の頭越しに実現する大規模災害復興法は

アナクロニズムであり、現代の私権保障にふさわしく

ない。復興公共工事の実現する安全対策と、それによ

って阻害される土地・家屋の所有権、借地権、漁業権

などの財産的権利を適正に拾い出し積み上げ、厳しい

比例原則の天秤のもとでぎりぎりの損失補償の一線

を追及する公権力と私権の攻防が、コロナ禍の事業者

とともに、被災各地で声を大に闘われていく必要があ

る。 

 

６．おわりに 

災害復興を国土開発の機会ととらえる関東大震災

以来の土木国家の法制設計は、IT 革命以降の現代の

災害復興にはそぐわない。「復興計画」イコール復興

公共事業の迅速化手続として設計された大規模災害

復興法の改革から、まずは手を付ける必要がある。そ

れが既得権益の関係で難しいのならば、その上位に

「災害復興基本法」を定立し、安全で暮らしよい地域

づくりを行政と地域住民が手を携えて計画・実施する

ための手続として「復興計画」を再定義する道が考え

られる。大規模災害復興法による復興公共事業が、住

民参加手続を経ずに「特区」方式を強行するならば、

上位法の手続違法であり、司法審査に持ち込みうる。

「災害復興基本法」はまた、地方条例を通じて、「復

興計画」の住民参加手続のさらなる作り込みや、被災

者支援の独自積み増しのための基金を可能にし、また

将来の復興計画に盛り込まれるべき地域の基本的合

意事項を事前に明示する「事前復興計画」を推進する

制度基盤としても役立つことが期待される。災害対策

基本法にいう「地区防災計画」が、そのような将来構

想と有意義に連結していくことも期待される。住民参

加手続は、地域の顔役しか集まらないまち協や世帯主

の意見しか反映しない住民アンケートを越えて、SNS
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等を駆使した女性や若年世代の意思決定参加を保障

する新たな手続メカニズムを作り込むことも期待さ

れる。行政による助成金や専門家派遣制度も、組み込

まれるべきである。東日本大震災被災地が受忍した十

年の痛みから十分に学びきるためにも、本格的な復興

法制の実現が求められる。 

 

 

 
参考文献  

-木村玲欧・林春男・立木茂雄・田村圭子他（2004）「被災者

の主観的時間評価からみた生活再建過程―復興カレンダーの

構築」、『地域安全学会論文集』No.6、pp.241-250 

-金子由芳・北後明彦・本荘雄一・豊田利久・塩見有美・Abel 

T. K. Pinheiro・Yegane Ghezelloo（2021）「東日本大震災復

興十年の被災商工業者復興状況調査の結果と考察」『国際協力

論集』29 巻 1号所収予定。 

-豊田利久（2014）「東日本大震災における復興基金」『都市政

策』156 号（特集号・東日本大震災からの復旧・復興の現状分

析と今後の課題）p.53-62 

-北後明彦・金子由芳・本荘雄一・豊田利久・塩見有美・Abel 

T. K. Pinheiro・Yegane Ghezelloo（2021）「東日本大震災復

興十年の被災地における住民の生活復興意識調査の結果と考

察」『国際協力論集』28 巻 2号 p.23-63 

-本荘雄一・塩見有美・豊田利久・北後明彦・金子由芳・Abel 

T. K. Pinheiro・Yegane Ghezelloo（2021）『東日本大震災被

災地生活復興調査報告書』人と防災未来センター 

-東日本大震災生活復興調査チーム（2016）『震災から５年が

経過するなかでの東日本大震災生活復興調査』復興庁 

- NHK(2020)、東日本大震災 9年 被災者アンケート 

https://www3.nhk.or.jp/news/special/shinsai9portal/que

stionnaire/ (アクセス日 2021-02-10)」 

 

 

                                                   
1 2020 年 3 月実施の初回調査分では、宮城県岩沼市玉浦西地

区・同気仙沼市鹿折地区・岩手県大槌町町方地区・同赤浜地区・

宮古市社会福祉協議会管轄地区にて、留置調査法により合計

1,554 件の対象全戸配布を行い、回収は 263 件（回収率 16.9％）

であった。回答結果の速報につき、北後・金子・本荘・豊田・塩見・

Pinheiro・Ghezelloo（2021）参照。また 2020 年 10 月の第二回実施

                                                                                       
分（宮古市鍬ケ崎地区・山田町山田地区・釜石市平田地区・陸前

高田市高田地区・同今泉地区・大船渡市末崎町・南三陸町新志

津川地区他・石巻市新蛇田南地区・同新門脇地区・仙台市若林

区新井東地区）の速報について、本荘・塩見・豊田・北後・金子・

Pinheiro・Ghezelloo（2021）所収予定。また関連して商工復興調査

（宮古市商工会議所・山田町商工会・大槌町商工会・釜石商工会

議所）について、金子・北後・本荘・豊田・塩見・Pinheiro・Ghezelloo

（2021）所収予定。 
2 前掲・北後他の表５・表 67 参照。 
3 前掲・表 4 および表 7 参照。 
4 地域別の回答（前掲・表7および図2）をみると、コンパクト・シティ

型の早期の集団移転が中心的手法であった宮城県岩沼市では回

答の５割が震災３年目以降に住宅再建を実現したが、数年に及ぶ

嵩上げ区画整理事業が中心的手法であった宮城県気仙沼市や

岩手県大槌町の回答では、住宅再建時期はそれぞれ震災５年目

以降、震災７年目以降と遅れを示している。 
5 前掲・表 20～23・表 74～77 参照。 
6 前掲・表 14・表 72-73 参照。 
7 前掲・表 15 参照。 
8 前掲・表 12 参照。 
9 地域別の回答（前掲・表 27）をみると、岩沼市では「ほぼ復興」と

する回答が最多（3 割）だったが、気仙沼市ではいまだ震災前の 6

～8割とする回答が最多、大槌町では震災前の4～5割とする回答

が最多であった。地域別の商店街の回復状況につても同様の結

果であった（表 29）。また復興カレンダー（図２）における「⑩地域経

済」の復興状況についても、震災９年（2020 年 3 月）時点で、岩沼

市の回答では４割、気仙沼で２割、大槌町で１割と地域的相違が

表れた。このように復興まちづくり事業の完成が遅れた地域で、被

災者の経済復興感が低い傾向がうかがわれる。 
10 前掲・表 37 参照。 
11 前掲・表 78～表 79 において、コミュニティ活動の実施度数が震

災前 418 件から震災後 287 件へと激減している。 
12 前掲・表 60 や表 61 参照。 
13 前掲・表 90 や表 99 参照。 
14 木村他（2004）、東日本大震災生活復興調査チーム（2016）、

NHK(2020)等。 
15 コンパクトシティ型の迅速な集団移転が実施された岩沼町、広

域の区画整理事業の実施された気仙沼市鹿折地区、大規模な土

地嵩上げの実施された大槌町町方等の相違である。 
16 かつて区画整理事業は最終段階の換地決定まで司法審査が

及ばないとされていたが、最近の最高裁判例（（最判平成 20 年 9

月 10 日大法廷判決・民集 62 巻 8 号 2029 頁）が土地区画整理事

業の事業計画決定に処分性を認めるに至った。 
17 公費により進捗中の事業の差止めは困難で、また完成済事業

では行政事件訴訟法 31 条の「事情判決」により請求棄却が予想さ

れる。 
18 大槌町の回答者による復興カレンダーは、2020 年 3 月調査時

点で「②もう安全だと思った」とする回答がいまだ 50％に達してい

ない（前掲北後他の図７参照）。 
19「復興基金」の使途について、被災自治体へのアンケート調査に

基づく希少な検討として、豊田（2014）参照。 
20 阪神・淡路大震災当時の神戸市のまちづくり条例（17-18 条）に

見るように、外部アドバイザーの雇用、住民企画の研修会の弁当

代、地域若手を取り込むアルバイト謝金などのわずかな呼び水も

貴重な効果を上げる期待がある。 

https://www3.nhk.or.jp/news/special/shinsai9portal/questionnaire/
https://www3.nhk.or.jp/news/special/shinsai9portal/questionnaire/
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 被災者イニシアティブを目指して 

  〜サポートからエンパワーへ〜 

 

  特定非営利活動法人 神戸まちづくり研究所  

理事長 野崎隆一 

 

 

１．はじめに 

東日本大震災（以下、東日本）の 10年を一実践者

として語ることは、データを駆使して被災と復興につ

いて大きなパースペクティブを描くことにはなり難

い。行政でもなく計画者でもなく、研究者でもない立

場から経験の背景にあるものを出来るだけあぶりだ

すことを試みたい。そこから、支援の仕組みや制度、

被災者や支援者との間に欠けている「接点・視点・基

盤」を浮き彫りにできればと願う。後段では東日本の

振り返り、総括の不十分さが、後発する災害における

混乱の原因となっていることにも言及できればと思

う。 

始まりは、東日本大震災の起こる１週間前、阪神・

淡路（1995年）、台湾集集（1999年）、中国四川（2008

年）の連携で始まった３国学生交流会が神戸で開催さ

れていた。その時のテーマは「集団移転」であった。

阪神・淡路では「被災マンション再建」だということ

で、再建現場を案内し、報告を行った。その時、私の

中で「集団移転」と「被災マンション再建」が繋がっ

た。「想像力は越境する」（谷川雁）である。走りなが

ら学び考えて悪戦苦闘した阪神・淡路の経験が、東日

本で生かされることになる結節点が、このタイミング

で芽生えていたことになる。  

 

２．はじまり 

3.11から１週間後の 18日、兵庫県からの連絡があ

り、知事も同乗する第一陣の視察派遣バスに乗ること

になった。支援物資と医師看護士と共に、行き先は、

松島町、東松島市であった。12 時間かけて到着し、

遭遇した被災地は、野蒜地区の想像を超える惨状だっ

た。 

4月末から阪神・淡路まちづくり支援機構（士業連

携団体、現在は近畿災害対策まちづくり支援機構）の

有志で「ワンストップ専門家相談隊」を立ち上げ、宮

古〜石巻〜陸前高田〜いわき〜仙台をまわり、各地で

相談会を開催し、各地の行政職や専門家との意見交換

を行った。 

6月になり、兵庫県庁前の路上で派遣バスにも同行

した知事と出会い、東日本への支援の話（余計なお節

介案：知事）になり、担当幹部職員と意見交換の後、

8月には、東日本支援のためのまちづくり専門家派遣

制度が生まれた。あくまで、被災自治体で自前の制度

が生まれるまでの支援という限定ではあったが、これ

が、その後の長きにわたる継続的な支援を支えてくれ

た。 

 

 

図 1 気仙沼市唐桑町只越地区の被災者グループとの出会い。

「あなたたちのような専門家を待っていた」の言葉に感動した。 

（2011 年 12 月） 

 

３．気仙沼へ 

デベロッパー時代の同期の友人が、気仙沼で津波に

より配偶者と母親を亡くし。見舞いの訪問がきっかけ

で、現地通いが始まった。ほぼ同時期に、阪神・淡路
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で苦労を共にした友人が、現地滞在して気仙沼の避難

所支援を始めた。地元出身の友人の人的つながりと現

地入りした友人の被災者情報を活用しながら活動を

スタートさせることが出来た。何人かの地域リーダー

と出会ったが、振り返って考えると、継続的な連携が

できたのは、行政に依存しない、ある種の自立ベクト

ル（自尊心と自信）を内包している人たちであった。

元東映悪役俳優だった公民館長、地域の雑貨屋の傍ら

遠洋漁業の物資調達を行う商店主、長年の船暮らしを

降りた船乗り、皆付き合うほど新たな発見のある魅力

溢れる人たちだった。後述する被災者イニシアティブ

の実現には、欠かせない要素である。 

 

 

図 2 気仙沼市鹿折地区、まちづくり牽引役の公民館長との打ち

合わせ （2012 年 6 月） 

 

気仙沼に限らず、東日本の被災地全般で特徴的だっ

たのは、阪神のような、まちづくり専門家の派遣制度

がなかったこともあり、地域の復興まちづくり支援の

担い手の主力が、大学研究室であったことではないだ

ろうか。研究者のスタンスも一様ではなく、人文系（社

会、文化）の研究室は、伴走型であったが、自然系（都

市計画、建築・土木）は、提案型アプローチが多く、

事業を進める行政との間で役割が重なり、協力関係が

構築された現場もあれば、軋轢が生じた例もあった。 

阪神・淡路の時は、すでにまちづくり活動の歴史と

下敷きがあり、住民主体のまちづくりを支える制度や

担い手が存在していたので、実務を担うまちづくりコ

ンサルタントや設計者が、実践者として関わり、大学

研究者は、それに伴走するか、それぞれの視点で調査

分析などを行うことが多かった。まちづくり経験者の

不足も、情報交換の場（ネットワーク会議）から人が

育ち、多様な復興現場に対応できた。こうしたことか

ら、阪神・淡路の経験を伝えるという使命もあり、ま

ちづくりセンター（被災者に伴走する専門家派遣）の

必要性を伝えようと、宮城県庁、気仙沼市役所などに

資料を持ち込んだが、復興事業の実施が最優先とされ

ている中では、採用されることはなかった。「意義や

効果は理解できるが、それに取り掛かる人も時間も無

い」という市の企画部長の言葉が、全てを表していた。 

その後、2015 年には、兵庫県の派遣制度の終了に

直面し、間際になって、被災者の声に押され市会議員

や復興庁の支所長の進言により、「気仙沼市まちづく

り支援センター」が誕生し、大学研究室や支援専門家

への実費助成を行うことができるようになった。

2018年 1 月に一般社団法人となり現在に至っている。

地域の活動支援をサポートする仕組みが誕生した数

少ない事例である。 

 

４．阪神・淡路と東日本 

今になり考えると、発災時期の 16年の時間的ギャ

ップと、近畿圏と東北圏という地勢的歴史的バックグ

ラウンドの違いは、結構大きなものであったと思う。

阪神・淡路の当時は、前例のない被災で、国も県も手

探りで復興に取り組んだ。それは、現場の支援者にも

伝わり、各分野の支援者が集まって、情報交換しなが

ら創意工夫を競い合う場ができた。住まい・まちづく

りのネットワークからは、グループハウスやコレクテ

ィブハウジングなど新しい共同の住まい方が生まれ

た。2 年目に広範囲の支援者が集った「NGO と市民

の国際防災フォーラム」の開催がきっかけとなり、「ま

ちづくり」以外の生活再建分野の支援者たちとの連携

も生まれ「市民が作る復興計画」の策定に見られるよ
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うな、政策提言につながる総合的視点が市民の間にも

生まれ始めていた。行政との連携も「参画・協働」の

条例化と共に定着し始めた。それでも、10 年後、15

年後に振り返ってみると、走りながら行ってきたこと

には、まだまだ不十分な点が感じられた。 

その後、中越地震、能登半島地震と大地震が頻発し、

阪神での経験を伝えたいと願ったが、現場とは意見交

換の域を出ることが出来ないまま、東日本大震災を迎

えることになり、前述のような状況で気仙沼市通いが

始まった。最初は、住まい再建とまちづくりをテーマ

に、避難所での聞き取り、仮設住宅での意見交換を行

った。その結果、８地区で「防災集団移転」グループ

の立ち上げを行い、移転先選定、行政への申請までの

支援を行なった。内２地区は、新しい住宅に移転する

まで、伴走支援を行なった。区画整理事業では、「鹿

折地区まちづくり協議会」設立を支援し、事業の終了

を見届けるまで支援を行なった。我々神戸チームが、

支援行動の規範としたのは、「被災者ニーズを最優先

にすること」「計画を作らない、提案しないこと」で

あった。プランナーとしては、自らの手を縛ったこと

になるが、あくまで被災当事者の気づきや想いを大事

にしたかった。他の地区で外部支援専門家と業務受託

者とのトラブルを見てきたからである。行政から委託

を受けたコンサルタントとの橋渡しに徹するという

決意であった。 

被災地に、今回のように長期にわたって密度の濃い

関わりを持ったのは、阪神・淡路以来のことであった

が、昨今の事象に結びつけて振り返ると「わきまえる

東北」と「わきまえない近畿」ともいうべき文化の違

いが、再認識されてとても興味深い。 

 

５．スキマ（ギャップ）を考察する 

（１）スキマの弊害 

被災した地域において、ハードの復旧は、行政と建

設コンサルタントが、被災者の福祉見守りは、社会福

祉協議会がと、なんとなく役割分担が存在している。

その背景には、法律や制度で規定された行動が、それ

ぞれの枠組みの中に収まっていることがある。一見、

整理され、全てがカバーされているように見えるが、

実際の現場で多様な個別の事態に直面すると、枠組み

だけでは解決できない事象が次々と出現してしまう。

その結果、時には、たらい回しや責任回避が行われ、

支援の取りこぼしが発生することになる。被災者に寄

り添って支援している支援者からは、制度や枠組みの

不備として批判の槍玉にあげられることになる。責め

られ批判されることに反発して門戸を閉じてしまう

組織も出現しているのが現実である。東日本以降の被

災地で、特に顕著であるように思う。 

（２）スキマの意味 

スキマについて考える上で、まず知っておかなけれ

ばならないことは、スキマは、必ずしも無意味に存在

しているものではないということ。物理的にも、ハー

ドな構造物がそれぞれ違う動きをするときには、スキ

マがいろんな役割を果たしている。医学でいうと骨の

間の「軟骨」の働きであり、建築・土木では、構造物

を分割することで安全性を高める「エキスパンショ

ン・ジョイント」や機械工学での「遊び（トレランス）」

「潤滑油」も同様である。スキマ自体に存在理由があ

るので、単に埋めれば良いというのではなく、スキマ

の機能や繋げる方法を考えることが、重要な意味を持

つ。社会も同様で、中間的なスキマへの対応から新た

な活動や担い手が生まれ、全体が円滑に動くようにな

ることが、社会の成熟そのものであるように思う。 
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図 3 仮設住宅の談話室で移転協議会の定例会（2012 年 1 月） 

（３）スキマへの対応 

対応はいくつか考えられる。役割の抜け落ちであれ

ば、守備範囲を拡大して、スキマそのものをなくす方

法が一つ。調整の必要性であれば、新たな役割として

中間的な活動（中間支援）を位置付ける方法もある。

どちらもやらず、予算がない、人手が足りないと放置

しているのは？問題である。ボランタリーな活動その

ものは、そうした社会的補完を目指すものであると思

うが、特に復興のような危機対応においては、補完調

整機能が求められる。所詮スキマだと卑下するのでは

なく、複雑多様化する社会においては、重要不可欠な

営為であることを述べておきたい。 

制度と予算があれば十分だと考えるのは、油をささ

ずにエンジンをかけるようなものだと言いたい。多様

な隙間対策（調整機能）の創設が、成熟社会の実現に

つながる。 

 

６．公助の拡大と分権の縮小 

東日本で特徴的だったのは、国が被災自治体の負担

をなくすために全面的な支援を打ち出したことと復

興庁の設置だった。これは、一時的に被災地に大きな

安堵をもたらしたが、同時に思考停止と当事者意識の

低下（人任せ）を招いたと言える。特に、公助のない

中での阪神・淡路を経験した我々には、なぜこんなこ

とに、との思いは強かった。復興過程で培われる「当

事者意識」や「シビックプライド」は、公的な復興事

業の終了した、概ね 10年以降のフォローアップ期に

おいて重要になるが、事象を見る限り、公助の充実が、

国や行政依存を誘導して、当事者意識の醸成を妨げて

いるように思われてならない。一時的な人気取り施策

に終わってはならない。コロナ禍に対しても強靭なコ

ミュニティ形成につながるプログラムに裏打ちされ

た施策につながることを見守っていきたい。 

 

７．被災者イニシアティブ 

復興は、被災当事者が主体でなければならないと、

スローガンとしては繰り返し語られている。しかし、

主体である個々の被災者の声を汲み上げる仕組みは

ほとんど無い。統計の数字やアンケートのパーセンテ

ージで示されることが大半である。復興のプロセスに

被災者イニシアティブが貫かれていることは重要だ

が、そのためには被災者の定義を「災害の影響を受け

た全ての人々」に拡大し、地域全体を巻き込むこと、

個々のケースにアウトリーチすることで、多様で個別

的な課題を見逃さないことも重要だ。被災者イニシア

ティブを実現するためには、「かわいそうな人たちを

救う支援（サポート）」から「自ら地域を担う人たち

を勇気付ける（エンパワー）」に支援の軸足を移すこ

とが求められているように思う。 

 

 

図 4 気仙沼市唐桑町只越地区、移転先の団地で住民と再会 

（2018 年 2 月） 
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 東日本大震災からの市民活動、これまでとこれから 

  気仙沼の一例 

 

  一般社団法人気仙沼まちづくり支援センター 

代表理事 塚本 卓（つかもと たかし） 

 

 

１．はじめに ～あの日のこと～ 

2011 年 3 月 11 日（木）14 時 46 分、気仙沼市の高

台に位置するリアス・アーク美術館の職員として学芸

補助を担当していた私は、主任学芸員（当時）ととも

に収蔵庫で作業している最中にその時が訪れた。強烈

な揺れに、「とうとう来たか」という思いが強かった。 

経験したことのない長さの揺れが収まった後に、来館

者の安全を確認しながら屋外に避難した。そして、“津

波”の襲来を危惧しながら、海面は目視できない環境

ではあったが、眼下に広がるまち並みを注視していた。

防災無線がけたたましく大津波が押し寄せてくるこ

とを告げ続けていた。美術館の駐車場には続々と避難

の車が詰めかけていたが、中には、まちへ戻る車も少

なからずあった。15 時を過ぎて、第一波到達の報。

海岸線のあるあたりに目をやると、一面に茶色の煙が

舞い上がっていた。 

インフラが寸断された状況で、火災が発生し闇夜を

赤く染める光景を見つめながら美術館で一夜を過ご

し、まちの惨状を目の当たりにするのは翌 12 日であ

った。慣れ親しんだ景色はどこにも存在しないありさ

まに打ちのめされていたが、同時に「気仙沼」回復の

ために尽くすことが生まれ育った地へのせめてもの

恩返しという思いが沸き上がっていた。 

あの日から 10 年。自身の活動で重要であったと思

われる初動対応を中心に振り返りながら、災害からの

回復に市民活動がどのように寄与したのか、また、課

題はどこにあるのかを考察し、これから必要となるこ

とは何かについての所感を述べたい。 

 

２．できることを考え実践する 

（１）記録と記憶を残す リアス・アーク美術館職員

－ボランティアとして（～2011 年 4 月） 

初めに携わったことは、美術館＝博物館の使命（歴

史や美術、科学技術、自然や動植物などに関する資料

を収集し、調査研究によって資料の価値を明らかにし

て、その価値をわかりやすく社会に発信する）遂行で

あった。直後から記録を開始してはいたが、3 月 23

日からは、公式に気仙沼市長の任を受け、学芸係の職

員 3 名が被害の調査と記録を行うこととなった。私

もその補助として 3 月末日までは職員の立場で、美

術館の休館決定に伴い失職した後はボランティアと

して 4 月末まで活動を共にした。 

活動目的やその経緯は、リアス・アーク美術館ホー

ムページ1に詳しい。また、成果は「東日本大震災の

記録と津波の災害史」として常設展示され、図録とし

てまとめられている。 

記録のためにカメラを向ける先には、そこに家があ

ったであろう場所で作業する方の姿がある。記録を残

す重要さは理解していても、直接手伝いができない後

ろめたさがついて回っていたのも事実である。この思 

いが次の行動につながることとなった。

 

写真 1 気仙沼市片浜地区（2011 年 3 月 12 日著者撮影） 

 

 
顔写真 

 

(別途ファイル

でのご提出で

も結構です。） 
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なお、調査活動では基本的に津波被害を受けた当事

者に対してのヒアリングは行っていない。目の前に広

がる現実を調査に赴いた職員それぞれが、ありのまま

を記録したものである。 

 

（２）市民活動団体職員として  

①人をつなぐ 一般社団法人気仙沼復興協会福祉部

の活動（2011 年 7月～2013 年 3 月） 

美術館の活動を離れてからは、知人の被災家屋政争

の手伝い等をしながら、自分にできることを考える

日々が続いていた。 

そんな時、「一般社団法人気仙沼復興協会2（以下、

KRA とする）」という団体の求人広告が目に入る。そ

れは、気仙沼市で建設された、グループホーム 3 戸

を除く 90 の応急仮設住宅団地（以下、仮設住宅とす

る）に抽選のうえ入居した住民の孤立を防ぎ、自立を

促す新たな地域コミュニティ作り支援を行うという、

気仙沼市の委託業務を実施する新たな部署「福祉部」

立ち上げに必要な職員募集であった。 

もしかしたら自分にできることがそこにあるかも

しれないとの思いから、応募し採用されたことから、

市民活動の世界に身を置くこととなった。（KRA は、

2019 年 3 月から「気仙沼市東日本大震災遺構・伝承

館3」の管理運営業務を行っている。） 

活動開始時（2011 年 7 月）の福祉部職員のほとん

どが津波による住居被害を免れてはいたものの、震災

で仕事を失った、支援の経験もほぼない者が中心であ

った。しかし、幸いだったことは、東日本大震災を機

に国内活動を開始した兵庫県神戸市に拠点を置く国

際 NGO 団体「特定非営利活動法人 SEEDS Asia4」

が、ニーズ調査の実施過程で KRA と出会い、協力関

係にあったことであった。そして、SEEDS Asia の現

地駐在員と事務所をともにして、阪神・淡路大震災の

際に交流促進効果のあったという「お茶会（茶話会、

気仙沼では“お茶っこ”と言う）」を実施することか

ら KRA 福祉部の活動が始動した。 

活動の入口がお茶会という、特別なものでなかった

ことが、職員の負担を多少なりとも和らげていたよう

に思う。開催前に仮設住宅の状況調査（環境、住民の

様子、イベントの開催状況等の確認）を十分に行った

上で、団地全戸に告知チラシを配布。その後、敷地の

一角にテントを張らせてもらい、外にいる住民に声を

かけ、来てくれた方に飲物と茶菓子を提供し、話を聞

くことに力を注いだ。そこから、同席した住民間の接

点を見つけてつなぐ。何気ない会話に潜む課題を聞き

逃さず、できる限りその場で関係機関につなぐ。必要

と思われる情報を提供する。この積み重ねが信頼を生

むこととなり、何もないお茶会に住民が集まるように

なっていった。 

人が集まるという評判から、活動を共にさせてほし

いという問い合わせも舞い込むようになり、支援活動

がつながる場としての機能も有するようになった。こ

れも、当初は弱点と考えていた経験のなさが、住民に

とって必要な活動ができる団体（個人）を受け入れる

余地となり、結果として場づくりができたと考える。

ある時耳にした「このお茶会は何もないのが良い…」

という呟きは、最高の誉め言葉として受け止めている。 

それでも、津波被害は受けていないが“被災者”で

もある職員が仮設住宅で支援活動をすることは、大き

く心理的な負担を伴うものであった。 

大切なものを失った方々が涙ながらに吐露する思

いには、かけてあげる言葉もないまま、ただただ耳を

傾けるのみ。「あなたたちは家があるのか？」「給料を

もらっての仕事なのか？」そんな住民からの何気ない

言葉が圧し掛かる。1 日の活動を終え、事務所に戻っ

た職員の表情は暗く疲労にまみれ、言葉もないような

状態がしばらく続いた。しかし、その負担軽減策も

SEEDS Asia からもたらされた。精神保健福祉士を講

師に招いての研修会、心理カウンセラーの職員個別相

談会による職員向けの心のケアが、早期に行われたこ

とで心的負担が軽減された。その他にも、コミュニテ

ィペーパーの作成提案や、災害支援活動経験者の講話

等の機会を提供されたことは、未経験の事態に対処す

る術を持ち合わせない我々の大きな力となった。 
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特に重要だったことは、SEEDS Asia の駐在員が活

動内容を強制せず、選択肢としての提示にとどめてい

たことである。自分たちで考える余地を残してくれた

ことが、その後の主体的活動思考に役立ったと考える。 

一方で、活動により新たな課題を生じさせることに

なったという反省もある。お茶会という性質上、参加

者の多くは女性が中心で男性が参加する機会となり

にくかった。また、活動を重ねて行くほどに集まる人

が固定化し、新規で参加しづらい空間となったこと、

職員も参加する住民とのつながりが深くなるに従い、

来ていない住民への意識が薄らぐ傾向があった。仮設

住宅団地支援は手厚いものであった一方、自宅を修繕

して生活する住民・民間賃貸住宅借り上げによるみな

し仮設住宅住民等の支援格差を生じさせてしまった

こと、既存住民との交流を十分に生み出せなかったこ

と。そしてこれらは、10 年経った今でも、住民交流

の障壁として少なからず残っている。 

 

②団体をつなぐ － 気仙沼 NPO/NGO 連絡会 －（2011

年 6 月～継続中） 

気仙沼では、気仙沼市社会福祉協議会、気仙沼市危

機管理課が、ともに津波による建物被害を受け混乱状

態にあったが、いち早く現地入りした「災害ボランテ

ィア活動支援プロジェクト会議5（大阪ボランティア

協会6職員）」、「シャンティ国際ボランティア会7」、「日

本国際ボランティアセンター8」といった外部支援

NPO/NGO 団体の活動が、災害ボランティアセンタ

ーの立ち上げ（3 月 28 日）と、運営の支えとなり、

その初動活動がNPOに対する信頼を生むこととなっ

た。行政、社協、自衛隊、NPO 間では炊き出し等の

支援調整も行われていたが、引き続き、生活再建に向

けた長期の支援が必要となる状況であることから、更

なる活動調整と情報共有をする団体間の緩やかな連

携の場が必要ということになった。また、住民に向け

て、支援団体の活動を認識してもらうことが重要と考

えたことから、6 月 21 日に開催される「第 1 回気仙

沼市災害復興市民委員会9」に『活動趣意書（図１）』

を提出することとなった。その内容を取りまとめるた

めに、6 月 17 日に団体が参集し開催されたものが「気

仙沼 NPO/NGO 連絡会」で、連携の場が誕生した。 

（気仙沼市は、特性の異なる 3 市町（旧気仙沼市＋

2006 年に唐桑町＋2009 年に本吉町）が合併してでき

たこともあるため、以前の地域単位で会合が行われた。

5 月 13 日に唐桑で開催された会合、「唐桑ボランティ

ア団」を皮切りに、6 月 17 日の気仙沼旧市街を中心

に全域を包括する「気仙沼 NPO/NGO 連絡会」、6 月

20 日には本吉で「もとよしボランティア連絡会」が

開始された。2021 年まで継続開催しているのは「気

仙沼 NPO/NGO 連絡会」のみである。） 

 

 

図 1 NPO・NGO の『活動趣意書』 

 

ところで、仮設住宅団地の情報は、市のホームペー

ジ等にも掲載され、所在地が明白であったこともあり、

気仙沼市長 菅原茂様 

気仙沼市震災復興市民委員のみなさま 

 

2011 年 6 月 21 日 

 

今回の震災により亡くなられた方々とそのご遺族、ご自宅や職場を失われた方々

など、被災されたみなさまに心よりお見舞を申し上げます。 

また、３月１１日以来、過酷な状況下での救援復旧活動本当におつかれさまです。 

 

私たちは、これまで気仙沼市内において、地元のみなさまの避難生活・生活再建を

お手伝いしてきたＮＰＯやＮＧＯ、ボランティア団体のネットワークです。 

今後も唐桑、気仙沼、本吉の各地域で、地域の方々の声を聞きながら、共に悩みなが

ら、復旧支援活動をお手伝いさせて頂く所存です。 

 

 今後の復興プランづくりにおきましては、気仙沼に１つでも多くの家族が残り、若

い世代の方々が「ここで、子育てをしたい」お年寄りの方々が「ここで、老後を過ご

したい」と思えるような「まちづくり」を目指しておられることと思います。そのた

めには、市民のみなさまの各々が参加し、自らのくらし方や働き方、子育てや老後の

過ごし方について考え、デザインし、創っていけるようなまちづくりの仕組みや運動

が必要だと思います。 

 

私たちは、地域の活性化、人々が集まる場づくり、子供が元気に遊べるまち、など

で、まちづくりをお手伝いしたいと考えております。産業やインフラの復興と並行し

てみなさまが推進なさる、環境や教育、福祉の視点を大切にした「人のくらし」を中

心に据えたまちづくり事業を、今後ともお手伝いさせて頂きたいと私たちは願って

います。 

 

賛同団体：ＮＰＯ法人 森は海の恋人、社会福祉法人 気仙沼市社会福祉協議会、気

仙沼ボランティアネットワーク聖敬会、ジャパン・プラットフォーム（ＪＰＦ）、震

災がつなぐ全国ネットワーク、（特活）国際協力ＮＧＯセンター（JANIC）、災害ボ

ランティア活動支援プロジェクト会議（調整中）、天理教災害救援ひのきしん隊、大

阪ボランティア協会、金光教、ＦＩＷＣ、RQ 市民災害救援センター、IVY（国際ボ

ランティアセンター山形）気仙沼、（公社）Civic Force、公益社団法人 日本国際民

間協力会（NICCO）日本国際ボランティアセンター（JVC）、とちぎボランティアネ

ットワーク、シードアジア、（公社）日本国際民間協力会（NICCO）、（公社）シャン

ティ国際ボランティア会（ＳＶＡ）（順不同） 
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作成：2012 年 6 月 9 日 

公益社団法人 シャンティ国際ボランティア会（ＳＶＡ） 

気仙沼市とＮＰＯ・サポートセンター・社協等の協働イメージ図 

 

気仙沼市役所 

民生委員児 

童委員協議会 

 

宮城県・国（内閣府、厚生労働省）等 

③「本吉ボランティア連絡会」 

（毎週木曜日 13 時～） 

NPO 主催：約 7団体 

①「気仙沼 NPO連絡会」 

（毎週金曜日 13 時～） 

NPO 主催：約 30 団体 

②「唐桑ボランティア団」 

（毎週水曜日 14 時～） 

NPO 主催：約 5団体 地区別「支援者ミーティング」 

（地区別会議：月 1 ～ 2 回） 

サポートセンター主催 

 

仮設住宅や各地域 
（「みなし仮設」住民や在宅被災者を含む） 

 

友愛訪問員 

民生児童委員 

ＮＰＯ・ＮＧＯ 

在宅介護支援Ｃ 

保健師 

地域包括支援Ｃ 

気仙沼復興協会（KRA） 

市主催の会議体 

 

組織・団体 

自治会 

気仙沼市ボラ

ンティア連絡会 

サポートセンター 

社会福祉協議会 
地区社協 

生活支援相談員 

テーマ別分科会 ③ 「しごと分科会」 

 

テーマ別分科会 ④ 「こども分科会」 

 

テーマ別分科会 ② 「まちづくり分科会」 

 

テーマ別分科会 ① 仮設住宅分科会 

 

「全体会議」2012 年 7 月 14 日開催/座長：気仙沼市長） 

 

 

８回開催（NPO/高齢介護課/健康増進課/福祉事務所等参加） 

 

 
各地域で相互連携 
出来るように支援 

地域支援員 
みやぎ心のケアセンター 

④気仙沼大学ネットワーク 

（開催 2回：不定期） 

大学主催：約 33 大学 

２回開催（NPO/住宅課/用地課/水産課/まちづくり推進課参加） 

 

２回開催（NPO/産業部各課/まちづくり推進課参加） 

 

１回開催（NPO/教育委員会/福祉事務所参加） 

 

「本吉総合支所会議」 

（毎週木曜日 15 時～） 

本吉総合支所主催 

 気仙沼市 

 

内外問わず多くの支援者が絶え間なく活動していた。 

特に大規模仮設住宅では、限られた時間の中で、少し

でも多くの住民に支援を届けようとする遠方からの

単発支援活動が集中した。このような動きについて、

事前調査だけでは十分に把握できず、その活動が重複

することで住民負担となり、大きな課題となっていた。 

活動開始から 1 ヶ月を過ぎた頃、SEEDS Asia の

駐在員から「気仙沼 NPO/NGO 連絡会」（以下、連絡

会とする）の存在を知らされ、参加することとなった。 

当初は、そこで扱われる情報量の多さと白熱した議

論にただ圧倒されるばかりではあったが、どのような

団体がどこで何をしているかを知ることとなり、活動

の重複という課題を大幅に解消できたのである。その

上、活動経験の浅い我々にとっては、支援の在り方、

“誰のために何を目的として活動するのか”、を学ぶ

ことのできる重要な場となった。さらに、NPO/NGO

団体の活動調整のみならず、次々に実施される新たな

被災者支援業務の役割分担を現場レベルで行い、住民

負担を軽減に取り組んだ。（図２参照） 

 

図 2 協働イメージ図 

 

また、津波被災者の生活再建に向けた環境を整える

一環として、仮設住宅団地の課題解決に関わる行政部

署を横断的に集めた会議開催（仮設住宅分科会：14

回開催）も行った。 

このように、組織の枠を超えた協力体制を築けてい

たことは大きく、KRA のお茶会においても、連絡会

を通じて、他団体とともに問題解消のアイディア共有

し、協力を仰ぎながら活動を行っていた。 

2011 年 9 月からは、「防災集団移転事業」の行政説

明会が開始されたが、多くの住民から「制度内容がよ

くわからない。」という声が上がった。そこで、団地

単位での説明会開催を行政職員にお願いしたほか、市

議会議員や専門知識を有する方を講師として、制度の

咀嚼説明会を開催した。それでも、参加者は一部だっ

たため、集団移転制度の理解に差異が生じ、計画決定

後に離脱者が出る遠因となった可能性もある。 

さらに、地域を二分するような大きな問題となる計

画が 2012年 6月から開始された説明会で露わとなる。 

それが、「防潮堤建設計画」である。 
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③思いをつなぐ ～防潮堤を勉強する会～（2012 年 8

月～2013 年 12 月） 

「海と生きる」。これは、気仙沼市震災復興計画の

キャッチフレーズで、市民・出身者から募集した中か

ら、2011 年 9 月 24 日の「第 12 回気仙沼市震災復興

市民委員会10」で決定されたものである。 

これまで幾度となく津波に襲われながらも、海の恩

恵を受けながら生きてきたこの地に住む者にとって、

眼前に海が広がっていることが当たり前という思い

がある。1960 年のチリ地震津波の被害後から防潮堤

の整備は進んだが、それでも海が見える高さとなって

いるところが主であった。 

ところが、2011 年 6 月に「中央防災会議」が津波

防災対策のひとつとして、堤防復旧の基本方針に基づ

き設計・提示したものは、復旧という言葉に似つかわ

しくない巨大なものであった。 

気仙沼市では 2012年 6月より行政による住民説明

会が地域を分けて開催された。その周知方法は、市の

ホームページによる告知や対象地域の自治会長経由

が主であったが、住民の多くはばらばらの仮設団地に

入居している等で連絡困難な状況にあり、住民周知が

十分とは言い難いものであった。結果、地権者・地元

の有力者・漁業関係者等が主な参加者となっていた。 

 勿論、行政の説明会＝決定事項の報告ととらえ、出

ても仕方がないものとする住民や、計画そのものに興

味がない住民もいたことは付け加えておく。 

そのような状況下で行われた住民に対する説明は、

「高さは T.P.（Tokyo Peil の略：東京湾の平均潮位を

もとに定められた全国の標高の基準となる海水面の

高さ）何 m で、L1（数十年～百数十年の頻度で発生

する津波）対応」で設計された等、多くの住民にとっ

て聞き馴染みのない用語が飛び交い、提示期限までに

計画決定しないと「予算がつかなくなる」、決定しな

ければ「まちづくりができない」かのようにとらえら

れるようなものであった。その内容に違和感を抱く住

民からの質問に対しても、「命や財産を守るために必

要」との返答に終始し、意見が出なければ異論がない

ものとして計画を進めるというもので、計画ありきに

も感じ取れるようなものであった。 

 説明会に参加し、その方針と計画決定のプロセスに

強烈な危機感を抱いた住民有志が発起人となり、「防

潮堤を勉強する会11」が設立される事となった。 

活動目的（抜粋）は以下となる。 

 

『現在（2012 年当時）、進められている防潮堤計画

について、正しい知識をもとに市民が納得して進めら

れるよう、その根本となる法的根拠や行政の基本方針、

根本的なルール、決定・建設のスケジュールなどの基

本情報を整理し、各地区における情報を交換すること

により、それぞれの地区住民そして市民の多くが将来

に向かって納得のいくまちづくりを実現するための

ベースとなることを目的とする。』 

 

2012 年 8 月に「第一回発起人会」開催。以降、2013

年 4 月まで、1 人でも多くの住民が制度や用語・専門

家の研究成果・他地域の事例・その功罪を学ぶ機会と

なる「勉強会」を計 14 回（図 3）実施した。 

賛成か反対かの二元論ではなく、話し合いによる住

民間の合意形成の一助となり、さらには、その意見が

反映された設計となるよう、行政との歩み寄りによる

解決を見出そうとする大きな市民活動となった。 

本活動は、計画決定プロセスに及ぼした影響は少な

くないと思われるが、浜ごとの住民による意思決定を

重視していたこともあり、全ての地域で発展的解決と

はならなかった。そこには、再建事情等が絡み、制度

を理解した上での冷静、且つ十分な話し合いが必要な

ことに対して、最初期に予算執行のために計画決定の

期限が提示されたことで、それに従わなければ防潮堤

ができなくなると思う人が存在したこと、被災の恐怖

強く残っており、津波が防げるものであれば話し合い

の必要なく建造してほしいという声が大きかったこ

と、高さが想像できていなかったこと、防潮堤があれ

ば元の場所で住めるとおもっていたこと等が大きく

その決定に影響した場所も多い。 
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図 3 「防潮堤を勉強する会」開催表 

 

以下、代表的な 3 地域の事例を記す。 

 

■地域住民全てが高台移転した地域：舞根 

計画される防潮提の背後地に“守るべきもの”＝生

命・財産や避難に必要な道路等がないことから、住民

合意の上で防潮堤建設撤回の要望書を行政に提出し、

計画が取り消された。 

 

■観光資源の海水浴場があった地域：大谷 

地域の宝である砂浜の真上に設計された防潮堤。予

算執行期限を提示され計画決定を迫られる中、砂浜を

守るために、制度勉強会と住民ワークショップを重ね、

地域意見をまとめながら、5 年にわたり行政との折衝

を重ねた。その結果、他地域では例のなかった、海岸

直近の国道と一体化した設計の防潮堤となり、砂浜を

大きく残すことが可能となった。 

 

■震災前から住民活動が活発だった地域：内湾 

海が見えることが生活の一部であり、観光面でも

「気仙沼の顔」であることを自覚したまちづくりを震

災前から進めていた地域。そこに海を遮るかのような

T.P.6.2m（2012 年当初計画高）の防潮堤計画が宮城

県から提示されたため、反発する住民は多かった。そ

の危機感から、地域では毎日のように話し合いを重ね

続け、専門家のアドバイスを受けながら具体的な対案

を重ねた。「浮上式防潮堤（海底に設置した円柱型の

鋼管が浮上し機能する）」や、「フラップゲート（津波

の襲来時に浮力で起き上がり機能する）」の導入を県

側に提案。同時に、施設の建設が予定される区間では、

防潮堤を建物と一体化することで景観への影響を最

小限に抑える設計にする提案もした。その間にも津波

の再シミュレーション（2012 年 12 月と 2013 年 12

月）が行われたことで、防潮堤の高さは T.P.5.1m に

見直されている。 

県側は、前例のない構造物は受け入れないとしてき

たが、粘り強い話し合いを続けた結果、L1 津波に対

する余裕高として含まれていた 1m 分のみフラップ

ゲート設置が可能となった。これで、通常時の高さが

T.P.4.1m、背後は 2.8m かさ上げしたので、陸側から

見た高さは 1.08m。住民がこだわっていた「子供か

ら海が見える高さ」を確保した着地点であった。その

後、震災で沈下した地盤が 0.22m 隆起し、T.P.が

4.32m となったため、計画高を超える 0.22m を差し

引いた上で工事を行うと県側から確約されていた。 

ところが、2018 年 3 月に地盤隆起分の 0.22m を差

し引かないままフラップゲート設置区間で工事が進

んでいたことが発覚。県側から、「①防潮堤の作り直

し」、「②背後地の 22cm 追加嵩上げ」、「③そのまま工

事を進めるが地域振興策を予算に盛り込む。」という

3 つの対策案が提示された。 

それを受け、住民がさらに話し合いを重ねた結論と

「防潮堤を勉強する会」開催表 

2012 

8/5 

Sun 発起人会  15:00～／ワンテン大ホール   

①設立趣意書の説明   

②計画案の説明   

③スケジュール案の提示 

8/6（月）記者発表 於：市役所記者クラブ 

8/8 We

d 

第 1 回勉強会  18:00～／魚市場 3 階会議室 

勉強会の趣旨説明 

 ①「基本的な流れとルール」  

 ②「議会で取り上げている経緯」 

8/14 Tue 第 2 回勉強会  15:00～／ ワンテン大ホール 

「防潮堤、国の考え方と県・市の役割」代議士として考える圏域の最良の方向性 

「背後地利用によるパターン別防潮堤の考察」 

8/16 Thu 第 3 回勉強会   1. 13:00～ 2. 16:00～／ワンテン大ホール 

 1-① 市域防潮堤計画の全体像と地区説明会からの課題   

 1-② 防潮と合わせた防災整備計画について  

2-① 浮上式堤防の検証  2-② パターン別防潮堤の検証     

市長との意見交換 

8/19 Sun 第 4 回勉強会  15:00～ 

①各地域（6 地域）の現在の状況と課題を共有する。 

②浜々の状況についてそれぞれの地域から現状について報告。 

8/24 Fri 第 5 回勉強会  18:00～ 

①各地域（5 地域）の現在の状況と課題を共有する。 

②浜々の状況についてそれぞれの地域から現状について報告。 

8/29 We

d 

第 6 回勉強会  18:00～ 

①「防潮堤の法的制度・功罪、今後の選択肢の可能性」 

② 支援専門家（合意形成、３Ｄ、ﾌｫﾚｽﾄﾍﾞﾝﾁ、ＣＧなど）の紹介、共有  

9/ 3 Mo

n 

第 7 回勉強会  18:00～／ワンテン大ホール 

  「防潮堤を含む復興への議会の取り組みと、今後の勉強会との協働の方法」 

9/11 Tue 第 8 回勉強会  18:00～／気仙沼小体育館 

  「ワークショップ『守るべきものは何か？』から体感する合意形成」 

9/14 Fri 第 9 回勉強会  18:00～／健康ｾﾝﾀｰすこやか 

 ① 「砂浜地形変化メカニズムと防潮堤の影響」 

 ② 「奥尻町に学ぶ、防潮堤建設の経緯とその後の影響」 

9/18 Tue 第 10 回勉強会  18:00～／ワンテン大ホール 

 「防潮堤とまちづくり、今後の進め方」 

9/27 Thu 第 11 回勉強会  16:00～／本郷 アーバン 

  「巨大堤防の検証と国の考え方、津波防災の考え方」 

10/3 We

d 

第 12 回勉強会  18:00～／ワンテン大ホール 

   勉強会のまとめ「分かったことと課題 市長への質問」 

10/1

8 

Thu 第 13 回勉強会 報告会  18:00～／ワンテン大ホール 

 ① 中間報告会 

 ② 市長との意見交換「防潮堤の各課題への取り組みと、防災のまちづくり」  

2013 

4/ 6 

Sat 第 14 回勉強会  18:00～／市民会館中ホール 

   大学教授による講義  
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して、「①防潮堤の作り直し」を要望したが、県知事

は「県民全体の利益を考え③そのままで進める」と一

方的に宣言、地域住民の猛反発を招くことになった。 

この事態が報道された際、地区住民がネット等でい

われのない批判を受けることとなったため、県側はホ

ームページに経緯説明12を掲載することとなった。 

話し合いを十分に重ねた上で合意形成に至った地

域で皮肉にも発生した施工ミスへの対応は、“復興”

に対する現地住民側合意が軽視されたかのような出

来事に、県側との距離感を象徴するかのような、あま

りにも重い事例となってしまった。 

 

④-1 地域をつなぐ ‐特定非営利活動法人気仙沼

まちづくりセンターの職員として‐（2013 年 4月～

2018 年 3月） 

 KRA 福祉部と、防潮堤を勉強する会の活動を通じ

て見えてきたことは、住宅再建、防潮堤を含む津波浸

水地域の跡地利用等の課題解決支援の必要性であり、

その実現に向け新たな団体の設立を準備していた。 

そんな時、2011 年 3 月 23 日から臨時災害 FM 局

を立ち上げ活動していた地元団体、「特定非営利活動

法人気仙沼まちづくりセンター（2000 年設立）」の新

たな動きが耳に入る。当該団体が、2013 年度から開

始される気仙沼市「まちづくり支援総合マネジメント

事業（復興交付金による防災集団移転促進事業）」の

業務委託を受け、その実施にあたり職員を募集してい

るというものだ。自身で新団体設立をするより早く、

思い描いていた活動に近いことができるとの思いか

ら応募し、入職することとなった。 

委託業務については、民間提案から事業化されたも

のであり、内容は以下の通りである。 

 

・地域での防災集団移転などによる住宅再建や、地域

コミュニティの形成・再構築を進めるため、地域住民

の意見の調整や現地での事業支援を行う 

 

・NPO/NGO や大学関係者などの「地域コーディネ

ーター」を調整・派遣する仕組みを構築し、事業の円

滑な推進と新しい地域づくり、コミュニティづくりを

支援する。（図 4） 

 

 

図 4 まちづくり支援総合マネジメント事業チャート図 

 

当初は防災集団移転協議会のみが対象であったが、

その協議会が含まれる地域に設立されたまちづくり

団体も対象となるように対象を拡大するなど制度を

実情に沿うよう修正を加えながら実施した。 

これにより、ボランティアベースで活動していた専

門知識を有する支援者（以下、専門家とする）に対し

交通費等の費用を担保することで、新たなまちづくり

に対する長期的で安定した支援活動を可能にした。 

専門家が関わることで、制度理解が進み、再建につ

いても、その方法が複数提案されることで、最良の選

択ができるようになった。何より、地域外の第三者と

いう地域を俯瞰できる中立の立場であったため、話し

合いのまとめ役（ファシリテーター）として、会合が

円滑に進む一因となったことは極めて重要であり、住

民間の交流も促進されることとなった。 

専門家に対しては、関わる地域の特徴を伝えること

で、より住民理解を深めてもらうようにした。また、

他地域の情報提供や、専門家間の情報交換の場を設け

ることで、支援活動の一助となるように努めた。 

それでも、防災集団移転促進というハード整備の復
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興予算であるが故の制限は大きく、防災集団移転協議

会に係る地域以外では活用することができなかった。

また、専門家の中には、住民意思を尊重せず、自らの

提案を強要する事例もあったようで、専門家という言

葉に対する警戒心が強く働き、外部支援を受け入れな

い地域が少なからずあった。結果、全 38 防災集団移

転協議会中、半数以下の利用（表 1）にとどまり、こ

こでも利用地域とその他の地域に格差を生み出した

ことが課題としてあげられる。 

 

表 1 2013～2017 年度事業実績 

年度 利用協議会数 回数 

2013 14 272 

2014 18 320 

2015 18 274 

2016 15 187 

2017 14 165 

 

④-2 地域をつなぐ ‐一般社団法人気仙沼まちづく

り支援センター設立‐（2018 年 3 月～） 

防災集団移転事業の完了に伴い「まちづくり支援マ

ネジメント事業」は 2017 年度で終了した。同時に、

気仙沼まちづくりセンターから独立し、「一般社団法

人気仙沼まちづくり支援センター」を立ち上げ、住民

が主体となったまちづくりがより促進するよう支援

する活動を開始した。気仙沼市でも「まちづくり支援

総合マネジメント事業」に代わる新たな事業として、

2018 年度から「コミュニティ形成支援事業」を開始

することとなり、その事業委託を気仙沼まちづくり支

援センターが以下の内容で実施することになった。 

 

・防災集団移転や災害公営住宅等の住宅再建先におい

て、被災者同士の交流及び移転先住民との融和を図る 

・地域課題についての話し合いや復興まちづくりの取

り組みを支援し、自立したコミュニティを形成するた

め、専門家の派遣や補助金の交付を行う（図 5） 

 

図 5 コミュニティ形成支援事業チャート図 

 

財源は、復興予算の被災者支援総合交付金によるも

ので、ハード整備からソフト面＝住民対象となった。

勿論、被災者支援が基本となるが、利用対象が広がっ

たため、ようやく包括的な地域支援ができることとな

った。被災から 7 年目のことだ。 

この事業では、まちづくり団体のみならず、任意団

体を含む NPO 等の市民活動団体、自治会、自治会結

成に向けた会合に対しても、専門家の派遣や、補助金

の活用が可能となり、専門家も外部だけでなく、市内

の人材も登用できるようになった。 

市民活動団体それぞれの目的も明確となり、子供支

援・母子支援・高齢者支援・防災活動支援等に細分化

されてきた。それぞれの団体内交流は活発となってい

るが、目的の異なる団体間の交流、特に世代を超えた

交流は逆に薄れてきている感が強い。 

そこに追い打ちをかけているのが、新型コロナウイ

ルスである。地域交流を広めていこうとしている時に

「集まることができない」。特に、高齢者の警戒心は

非常に強く、行政指針に沿った会合を開いても参加を

見合わせる人が多くなった。オンラインを活用しよう

としても、新しい技術に対する拒否反応が先に立つた

め、利用者が若年層に限られてしまうような状況で、

新たな地域づくりを目指す上で大打撃となっている。

（2021 年 1 月現在、事業継続は未定。） 
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３．これからのために 

震災からの 10 年、津波被災者にとって分断の積み

重ねとなり（図 6）、支援者はそれをつなぐ活動の繰

り返しとなった。 

 

 図 6 被災後の居住形態の変遷 

 

分断したものをつなぐ支援ではなく、分断させない

支援はどのようにすればできるのか。まだまだ研究と

議論が必要なことと思われるが、それでもなお早い段

階から被災者一人一人へのきめ細やかな対応が必要

と考える。“まち”（ハード）の整備を優先し、“ひと”

（ソフト）をそこにあてはめていくような形から脱却

し、“ひと”がいてこその“まち”であるとの考えを

もとに、事業を進めていくことが大切ではないか。 

それぞれの環境に見合った生活再建の道筋を立て

ることで将来への不安を軽減した上で、震災後のまち

のありかたについて時間をかけて考える。特に防潮堤

のような巨大事業は、ひとの心に余裕がある中でゆっ

くりと検討し、妥協点を見出した方が地域への禍根を

残す可能性が低かったのではないかと思っている。 

「復興の完遂」が叫ばれているが、私には何をもっ

て“復興”したというのか正直わからない。ハード事

業の“復興”完遂は目に見える。しかし、被災者にと

っての“復興”完遂は目に見えるものではないし、計

れる物差しはないに等しい。時間を重ねるに従い、悲

しみが深まっている方もいるのに、それでも“復興”

に期限が区切られることに疑問を感じざるを得ない。 

防潮堤に囲まれ、マンションタイプの災害公営住宅

が建ち並ぶ景色に、震災前のまちの面影はない。かさ

上げされた土地は、過去を葬り埋めたかのようにも感

じられる。沿岸部の更地に集客施設が増えていく様子

は、安全に対する意識が変わったかのようでもある。 

 とらえ方は人それぞれであり、単純に成功・失敗で

論じられるものでもないが、誰のために「制度」があ

り、その「情報」を、どのように「説明」し、「安全」

を担保しながら、「財産」を守るのか。どのように「合

意」を形成し、「民意」を反映できるようにするのか。

様々な事例を検証・再考し、未来へつなぐ機会として

10 年目を迎えたい。 
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 福島県産農産物の風評被害の推移と市場課題 

  消費者意識と卸売段階の動向を中心に 

 

  福島大学 経済経営学類 

准教授 遠藤明子 

 

 

１．はじめに 

2011年3月の東京電力福島第一原子力発電所事故

（以下、福島原発事故）から 10年が経った。 

この間、生産者、行政機関、学識経験者など様々な

分野の専門家を中心に、福島県産農産物の安全性を担

保するための努力が投じられてきた。その結果、放射

性物質の汚染対策や検査体制の整備が進み、福島県産

食品から放射性物質による汚染がほとんど検出され

ない状況に達している。 

また、風評被害、すなわち「科学的には安全であり

ながらも福島県産食品に付随していた消費者の忌避

感」は、原発事故直後から数年の状況とは異なり、大

きく改善している。 

にもかかわらず、卸売段階に目を向けると事故前

の価格水準に依然として回復できていない。本稿の目

的は、このギャップを説明することである。 

本稿の構成は以下の通りである。まず、「風評被害」

の定義を改めて確認する。次に、福島原発事故によっ

て生じた福島県産食品に対する風評被害の推移を、大

規模で経時的な消費者調査に基づいて整理する。さら

に、福島県産農産物（和牛、米）の卸売価格の推移を

整理することで、市場構造の変化について指摘する。

最後に、これらの考察に基づき、風評対策を超えた、

マーケティング視点の市場開拓・形成の必要性につい

て提起する。 

 

２．風評被害に関する代表的な先行研究 

（１）風評被害の定義 

原子力災害において事故直後から継続的に課題と

なり、復興の妨げになるのが「風評被害」である。ま

ずはこの用語の定義について先行研究に基づいて確

認しておこう。 

原子力災害に関わる風評被害の代表的研究に、関

谷（2011）がある。関谷は、原子力船「むつ号」の放

射能漏れ事故（1968年）や東海村における JCO臨界

事故（1999年）などの原子力災害(1)をはじめとして、

これまで「風評被害」とされてきた様々な事例に共通

する要素を整理し、風評被害を次のように定義してい

る。すなわち「ある社会問題（事件・事故・環境汚染・

災害・不況）が報道されることによって、本来『安全』

とされるもの（食品・商品・土地・企業）を人々が危

険視し、消費、観光、取引をやめることなどによって

引き起こされる経済的被害」である。 

一方、福島原発事故後、日本政府として風評被害

を定義したものが、原子力損害賠償紛争審査会（2011）

である。文部科学省の設置諮問機関の 1つである、同

審査会は、風評被害を次のように定義している。すな

わち、「報道等により広く知らされた事実によって、

商品又はサービスに関する放射性物質による汚染の

危険性を懸念した消費者又は取引先により当該商品

又はサービスの買い控え、取引停止等をされたために

生じた被害」である。これは、実際の損害賠償を行う

上で、商取引上の損害を明確にするための指針として

定義されたものである。 

これを受け、日本学術会議東日本大震災復興支援

委員会福島復興部会（2013）では、風評被害を改めて

定義し、復興政策推進において、風評被害という用語

を明確に位置づけている。その定義とは、「当該農産

物が実際には安全であるにも関わらず、消費者が安全

ではないという噂を信じて不買行動をとることによ

って、被災地の生産者（農家）に不利益をもたらすこ

と」である。 
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関谷（2011）は原子力災害にとどまらない、より

一般化した定義づけであり、原子力損害賠償紛争審査

会（2011）および日本学術会議東日本大震災復興支援

委員会福島復興部会（2013）は原子力災害という文脈

に限っているという違いがあるものの、これらの定義

に共通しているのは、本来「安全」であるものが報道

等の影響で忌避されることで生じる経済的被害(2)を、

風評被害としていることだ。したがって、そもそも「安

全でない」ものが売れない現象を風評被害とはいわな

いことに注意すべきである。 

本稿では、これらの先行研究に従い、「実際には安

全であるにも関わらず、報道等により消費者が安全で

はないという噂を信じて不買行動をとる、または消費

者の動向を先取りし流通業者が取引を停止すること

によって、被災地の生産者（農家）に（経済的）不利

益をもたらすこと」と定義する。 

 

（２）福島原発事故による福島県農業への影響 

次に、福島原発事故がもたらした風評被害に関す

る代表的な先行研究をいくつか示そう。 

まず、原子力災害の被害を受けた福島県の農業お

よび農産物流通に関する先行研究には、門間（2013）

がある。門間（2013）は、農業経済、農村社会、フー

ドシステムに関わる関連学会を対象に、福島原発事故

後の研究成果を整理している。その結果、農地の汚染、

農作物への影響（放射性物質移行メカニズム）、農村

経済の損害などの研究動向を示した上で、今後の課題

として風評被害問題の克服に関する研究が必要であ

ること提示している。 

また、根本（2017）は、原発事故と農業に関して、

東京大学農学チームの研究成果を取りまとめたもの

だが、農業生産段階における安全対策の取り組み（作

物別移行係数の解明、吸収抑制対策、農地と樹皮の除

染）の到達点を示した上で、産地復興の課題（売れる

産地を取り戻せるか）について言及している。つまり、

農業における安全性が確保できたとしても、それだけ

で風評被害問題を解決することはできないという指

摘である。 

さらに新山（2012）は、放射性物質の風評被害問

題に関して、科学的に正しい情報を提供したとしても、

それを伝えることは難しく、現実に風評被害を克服す

ることができない現状を指摘している。その要因とし

て、新山（2012）は、情報の複雑性、対話の困難性、

情報の出し手・受け手相互の信頼関係の再構築を挙げ

ている。 

以上からわかるとおり、福島原発事故による福島

県農業への影響は、自然科学的アプローチでは確実に

解決への道筋が見えてきているものの、風評被害の問

題は依然として大きく残されており、社会科学的アプ

ローチの必要性があることを示している。 

 

３．食品の風評被害に関する消費者動向調査 

では、福島原発事故による風評被害は、事故発生

から 10年近く経過する中でどのような推移をたどっ

ているのだろうか。 

本稿では、（1）消費者庁の調査、そして（2）東京

大学・福島大学の共同調査（関谷、2019）に基づいて、

特に日本の消費者による食品忌避意識・行動に焦点を

当て、その経時的な変化を整理しよう(3)。 

 

（１）消費者庁「風評被害に関する消費者意識の実態

調査」 

消費者庁が実施している風評被害の調査は「風評

被害に関する消費者意識の実態調査」である。これは、

同庁の消費安全課「食品と放射能に関する消費者理解

増進チーム」がとりまとめているインターネット調査

である。第 1 回の 2013年から最新の 2020年まで計

13回(4)実施されている。回答者は、被災県および被災

県産農林水産物の主要仕向先県等(5)に居住する 20-60

代の男女(6)であり、各回 5,176名が回答している。政

府が実施する長期的な大規模調査であり、原子力災害

の風評被害を議論する上で基礎となるデータといえ

る。 
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消費者庁（2020）「風評被害に関する消費者意識の実態調

査」を元に筆者作成。 

図 1 食品産地への意識 

 

まず、原発事故に関わらず「普段の買い物で食品

の生産地を気にするか」を尋ねた結果をみてみよう

（図 1）。「気にする」（◆印）と「どちらかといえば気

にする」（■印）の回答者を合計した値（●印）は 62.9-

70.0％で推移してきているが、2019年（第 12回）に

は 60％を切り、2020 年（第 13 回）では 55.9％と、

以前よりも 7-15ポイント程度減っている。その分「気

にしない」（★印）および「どちらかといえば気にしな

い」（▲印）が増えており、それを合わせた値（×印）

は 2020年で 38.3％と過去最高になっている。 

さらに、「普段の買い物で食品の生産地を気にする

か」（図 1）で「気にする」または「どちらかと言えば

気にする」と回答した人の中から、「放射性物質の含

まれていない食品を買いたいから」と回答した人（図

2）を対象として、「購入をためらう食品産地」を同調

査は尋ねている（図 3：複数回答可）。 

これをみると、どの地域も概ね減少傾向にあるが、

原発事故以降最も忌避されやすかった福島県（●印）

や被災東北三県（■印）を回答する人の割合は、いず

れも 2020 年（第 13 回）調査で過去最小となり、第

1回調査からほぼ半減していることがわかる。 

 

消費者庁（2020）「風評被害に関する消費者意識の実態調

査」を元に筆者作成。 

図 2 食品産地を気にする理由（複数回答可） 

 

消費者庁（2020）「風評被害に関する消費者意識の実態調

査」を元に筆者作成。 

図 3 購入をためらう食品産地（複数回答可） 

 

さてここからは再び、回答者全体を対象とした設

問についてみてみよう。 

図 4 は「放射線による健康影響が確認できないほ

ど小さな低線量のリスクに対する意識」について尋ね

たものである。「基準値以内であっても受け入れられ

ない」と回答した人（×印）は調査期間を通して概ね

19％前後で推移しているが、2017年 10月（第 10回）

を境に下降傾向にあり、最新の 2020 年 3 月（第 13

回）では 14.6％にまで減っている。 

 

 

 



投稿  

 

 復興 (25号) Vol.9 No.2  2021.3. 52 

 

他方、「基準値以内であればリスクを受け入れられ

る」または「殊更気にしない」と回答する、リスク受

容的な人々の割合を合計すると（●印）、当初は減少傾

向にあったものの(7)、2016 年 3 月（第 7 回）調査を

底として、増加傾向にあるのが特徴的である。 

 

消費者庁「風評被害に関する消費者意識の実態調査」を元に

筆者作成。 

図 4 食品の低線量リスクに対する意識 

 

 

さらに「食品中の放射性物質に関する検査の知識」

を尋ねたのが図 5である。「基準値を超える食品が確

認された市町村では、他の同一品目の食品が出荷・流

通・消費されないようにしている」ことを知っている

と回答した人（▲印）の割合は 2013年 3月（第 1回）

から 2014年 10月（第 5回）まで概ね 50％台にのぼ

ったが、2015 年 10 月（第 6 回）以降は減少傾向に

あり、最新データでは 37.6％と、これまでで最小とな

っている。 

他方、検査対象地域（■印）や公表方法（★印）の

知識については、計 13回の調査期間を通じていずれ

も大きく変動することなく概ね 15％前後で推移して

おり、全体に占める割合は決して多くない。そして何

より、「検査が行われていることを知らない」と回答

した人（●印）は増加傾向にあり、最新の 2020 年 3

月（第 13回）調査ではこれまでで最も高く 46.9％に

のぼっていることは注目に値する。 

 

消費者庁「風評被害に関する消費者意識の実態調査」を元に

筆者作成。 

図 5 食品中の放射性物質に関する検査の知識（複数回答可） 

 

 

さて、これまで 13回にわたり実施されてきた消費

者庁の調査結果をまとめると、大きく 2 つのことが

いえる。 

第一に、消費者の意識から生じる風評被害が明ら

かに減少していることである。具体的にいうと、(1)消

費者が食品産地を気にする理由として「放射性物質の

含まれていない食品を買いたいから」と回答した人の

割合は、調査開始以来最も少なくなっている。また、

(2)放射性物質を理由に購入をためらう産地として

「福島県」および「被災東北三県」と回答した人の割

合も、同様に調査開始以降、最少である。さらに、(3)

食品中の放射性物質のリスクについても「基準値以内

であればリスクを受け入れられる」および「殊更気に

しない」を合わせた回答の割合は、2016年 3月（第

7回）調査を底にして増加傾向にある。 

第二に、食品中の放射性物質の検査についての知

識は風化しつつあることだ。検査対象地域や公表方法

はもともと認知度が低かったが、「基準値を超える食
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品が確認された市町村では他の同一品目の食品が出

荷・流通・消費されない」ことや「検査が実施されて

いる」ことは、年を追うごとに忘れられる傾向にある。 

 

（２）東京大学・福島大学の共同調査 

消費者を対象とした、原子力災害による風評被害

の経時的調査には、上述の消費者庁のほかに、東京大

学と福島大学の研究者チームによる共同調査(7)（関谷、

2019）がある。この共同調査においても、福島県産食

品への忌避感が福島県の内外を問わず年々低下して

きていることが、消費者庁調査と同様に確認できる

（図 6）。 

 

 

関谷（2019）より筆者作成。 

図 6 福島県産食品についての購買態度 

 

消費者庁の調査と大きく異なるのは、福島県民と

福島県民以外とで消費者意識を比較している点であ

る。その結果、食品への忌避感の低下が福島県民以外

よりも福島県民のほうが大きいことが示されている。 

関谷（2019）は、この差が、検査体制や検査結果

の認知度に福島県の内外で差があることを反映した

結果ではないかと指摘している（図 7）。具体的に言

えば、福島県の消費者は、忌避感が低下した理由とし

て、(1)「食品の含有放射性物質検査の実施」、(2)「基

準値を超えた品目の出荷制限」、(3)「放射性物質はほ

ぼ検出されていない（ND: Not Detective）」という 3

つを挙げる割合が、県外の消費者よりもはるかに高い。

一方、福島県以外の消費者が「忌避感が低下した理由」

として挙げる項目の中で、福島県の消費者よりも高い

値を示す項目は次のとおりである。すなわち、(1)「福

島県を応援したい」、(2)「報道で話題にしなくなって

きた」、(3)「いつの間にか気にしなくなった」、(4)「な

んとなく」である。しかもこれらは、理由全体の中で

は回答割合が低い。こうしたことから、検査体制や検

査結果の認知度の高さが福島県産食品への忌避感の

払拭につながる可能性が、この共同調査の結果から読

み取ることができる。 

 

 

関谷（2019）より筆者作成。 

図 7 福島県産食品への忌避感が低減した理由 

 

（３）小括 

以上、2 種類の経時的な消費者意識調査をみてき

たが、いずれにおいても、福島県産農産物に対する消

費者の忌避感が年々薄れてきていることが明らかに

なった。 

ただしここで留意しなければならないのは、消費

者庁の調査では放射性物質検査についての消費者知

識が風化傾向にある点で、東京大学・福島大学共同調

査の結果と矛盾するようにみえることである。これに

ついては次のように解釈することができる。それは、

消費者庁の調査では、福島県内の消費者と県外の消費

者を分けてクロス集計されていないため、福島県内の

消費者の回答傾向が県外の消費者の回答傾向に打ち
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消された可能性が高いことである。これまでのところ

単純集計のみの公表である以上、このことは推測の域

を出ないため、消費者庁にはクロス集計データの公表

を望みたい。 

 

４. 福島県産農産物の卸売価格の動向 

福島県産農産物の風評問題を捉えるには、消費者

意識とは別に、卸売段階での価格水準についても考察

する必要がある。詳しくは後述するが、消費者の忌避

感が低下傾向にあるにもかかわらず、福島県産農産物

の多くが原発事故前の価格水準に回復できていない

からである。 

このような現象を考察するには、園芸作物のよう

な季節性の農作物よりも、畜産物や穀物のような貯蔵

性の農産物のほうがより風評被害の影響を考察する

のに適していると考えられる。なぜなら、季節性の農

作物（代表的なのは首都圏シェア日本一であった福島

県産の夏秋キュウリ）は旬によって取引時期が限定さ

れるため、他の産地の作物が少ない時期（夏秋）は福

島県産の作物がスーパーの棚に並ぶことになるから

である(8)。これに対して、貯蔵性の農産物は、通年で

取引が行われ他の産地との競争も常時行われるため、

価格差が生じやすいと考えられるのである。 

そこで以下では、畜産物と穀物において取引量の

多い和牛（生体枝肉）と米（コメ）を対象に、卸売価

格の推移を分析する。 

 

（１）和牛の価格推移の比較 

図 8 は、和牛（生体枝肉）の価格推移（東京都中

央卸売市場・月次平均）を福島県産と全国平均(9)で比

較したものである（円/kg、税込）。 

また、図 9は両者の価格差（差分）である(10)。値

が 0円であれば価格差がなく、0円を下回ると全国平

均よりも福島県産が平均的に安く取引されているこ

とを示す。 

 

 

東京都中央卸売市場「市場統計情報（月報・年報）」を元に

筆者作成。 

図 8 和牛（生体枝肉）の卸売価格（福島県産と全国平均） 

 

東京都中央卸売市場「市場統計情報（月報・年報）」を元に

筆者作成。 

図 9 和牛（生体枝肉）の卸売価格差（福島県産と全国平均） 

 

原発事故前には、全国平均と福島県産の和牛の価

格水準に大きな差はなかったとみてよいだろう。この

データ期間において福島県産が全国平均を上回った

ことは 1 度もないものの、2006 年 1 月から 2011 年

2月までの価格差は平均 67円(11)にとどまり、2009年

7月には価格差 1円に肉薄しているからである。 

しかし原発事故を契機に、福島県産和牛が卸売段

階において低位に位置づいてしまっている。原発事故

以降の 2011 年 4 月以降、価格差は平均 287 円(12)に

広がっており、事故以前の価格差の水準に回復できず
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にいる。原発事故前で最も価格差が大きい 2009年 11

月（179 円）と、原発事故後で最も価格差が小さい

2018年 10月（119円）を比べると、いかに原発事故

後に価格差が広がったかがわかるだろう。 

 

（２）コメの価格推移の比較 

次に、穀物の代表としてコメ（米）の価格に注目し

てみよう。図 10は、米の価格推移（相対取引・通年

平均）を福島県産と全国平均で比べたものである（円

/玄米 60kg、税込）(13)。 

 

農林水産省「米穀の取引に関する報告」各年版より筆者作

成。 

図 10 コメの相対取引価格（福島県産と全国通年平均） 

 

原発事故以前の価格水準(14)は、福島県産と全国平

均にほとんど差がない。2006 年産と 2008 年産に至

っては、福島県産のほうが全国平均よりも平均価格を

上回っている。つまり米の産地として、福島県の卸売

での評価はもともと低くなかったといえる。 

一方、原発事故後の価格下落は深刻である。事故

から約半年後に収穫された 2011年産において、福島

県産は全国平均から 917 円も価格が下がっている。

さらに 2013 年産から 2015 年産に至っては、全国平

均よりも 3 箇年平均で 1,507 円(15)の差があり、文字

通り桁違いの価格下落であった。なお 2016年産以降

は 4 箇年平均で 554 円の価格差にとどまっており、

最悪は脱したともいえるが、原発事故前の水準には今

も回復していないのが現状である。 

 

農林水産省「作物統計」および「米穀の取引に関する報告」

各年版より筆者作成。 

図 11 コメの収量（全国）と相対取引価格差（福島県産と全

国通年平均） 

 

問題は、卸売段階で価格差が生じる背景である。

図 11は、福島県産と全国平均の米の価格差と全国総

収量を組み合わせたものであるが、日本の米の総需要

量は 747 万トン程度(16)であることから、とりわけ

2013 年産と 2014 年産は豊作/コメ余りであり、福島

産米と全国平均の価格差が大きく広がっている。

2016 年産からは大幅に価格差が縮まるが、前年の余

波を受けた 2015年産を除くと、原発事故以降、米の

需給が拮抗するにつれて全国平均と福島県産との価

格差が縮小していくという傾向が概ねみられるので

ある。 

これを裏付けるように、全農福島の調査において

も、卸売段階における福島県産農産物の取引形態は震

災前に比べ大きく変化しているという（JA 全農福島

米穀部、2014）。 

例えば米の取引形態は、複数の産地の米が取引さ

れる際、市場からの「引き」（需要）の大きい産地か

ら優先的に契約が成立し、出荷時期も早い。典型的に

は、新潟県魚沼市のように「新米」として付加価値販

売が可能なブランド米などである。 
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一方、契約が遅くなるほど、倉庫における保管料

が嵩み、契約後も出荷時期が遅くなるほどコストがか

かり、農家手取り価格は安くなる。例えば、業務用米

や「国産」とだけ表記される一般米である。 

重要なことは、原発事故以降の福島県産米が、卸

売段階において業務用米や一般米と同様、他県産の出

荷が減少したときにやむなく取引が行われる位置づ

けに変わってしまった、ということである。つまり、

原発事故によってブランド価値が毀損し、そのような

低位な産地として扱われているのである。これは流通

過程での風評被害というべきものであり、原子力災害

をきっかけに市場構造が変化したことを示唆してい

る。 

 

５. おわりに 

本稿は、原発事故以降の消費者意識と卸売段階の

価格水準を経時的に把握することで、福島県産農畜産

物の風評被害の現状を把握してきた。 

その結果、現在では消費者の忌避感を払拭する風

評対策よりも、毀損された産地ブランド価値を回復し、

卸売段階での取引形態が変化したことへの対策が必

要であることがわかった。 

このことは、リスク・コミュニケーションや福島

応援イベントといった風評対策だけでは対応できな

い段階に突入していることを意味する。つまり既存の

農産物市場における福島県産の価値が低下している

中で新たな市場開拓に力を入れていく必要があると

いうことだ。したがって、震災 10年を期に復興政策

が転換する中で、新規市場開拓に関する営業強化や加

工工程も組み込んだ新商品開発など、産地段階の取り

組みに復興政策の軸足をシフトすることが急務なの

である。 

 

 

 

 

 

補注 

（1）風評被害は、もともと原子力分野において、放射性物

質による汚染がない状況にもかかわらず食品や土地が忌

避される現象として問題視されてきた（関谷、2011）。 

（2）「風評被害」という言葉は、元々経済的被害だけを指し

ていたが、現在は精神的被害を含む場合がある（関谷、

2011）。 

（3）他にも日本の消費者を対象とした風評被害の調査に、

楠見・三浦・小倉（2018）があるが、食品忌避意識・行

動についての時系列データが公表されていないため、本

稿では除外した。 

（4）調査頻度は、2013年（第 1回）から 2017年（第 10

回）までは年 2回（公表月は 3月と 10月）、2018年（第

11回）以降は年 1回（公表月は 3月）である。 

（5）被災県および被災県産農林水産物の主要仕向先県等と

は、岩手県、宮城県、福島県、茨城県、埼玉県、千葉

県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県を指

す。 

（6）インターネットモニターであり、性別×年齢層で分けた

各集団が回答者全体に占める割合は最小 8.2％から最大

11.2％（平均 10％）に収まっている。 

（7）同一の調査会社を利用し、全国の都道府県、年齢層

（20代～60代）、男女を割当法で抽出している。調査年

と回答者数は次のとおりである。2013年は n=14,091、

2017年は n=9,489、2019年は n=9,500である。なお、

2014年と 2015年は同一手法であるものの、2014年は東

北地方・東京・名古屋・大阪（n=1,779）、2015年は東北

地方・主要都市（n=3,839）と、調査地域が限定されてい

るため参考値である。 

（8）ただし青果でも贈答需要の場合は風評被害の影響をよ

り強く受けるため、原発事故前の価格水準に回復しにく

い。則藤（2020）では建値産地であった福島県須賀川市

産のキュウリが震災初年度に暴落したが 2013年以降回復

傾向にあることを明らかにしている。また、福島県

（2020）では、米、肉用牛に関して全国平均と福島県産

の価格差が縮まらない状況を示している。 

（9）全国平均の価格には、輸入和牛も含まれている。 
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（10）図 8と図 9いずれも、元データにおいて 2011年 8月

の福島県産のデータが欠損値となっている。 

（11）最大値は 179円（2009年 11月）、最小値は 1円

（2009年 7月）である。 

（12）最大値は 666円（2011年 12月）、最小値は 119円

（2018年 10月）である。 

（13）各年のデータ期間は、収穫時期に合わせて 10月を起

点とし翌 9月までとなっている。例えば 2019年産米は、

2019年 10月から 2020年 9月までに販売されたものを示

す。 

（14）2010年産米は原発事故前に収穫されたものだが、販

売時期が 2011年 9月まであるため、風評被害で価格が下

落した可能性がある。 

（15）最大は 1,595円（2014年産）、最小は 1,407円（2013

年産）の差である。 

（16）政府米在庫は除く。 
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 東日本大震災から 10年。「海と生きる」気仙沼の復興とは 

  巨大防潮堤問題のその後、住宅再建の結果などを報告します 

 

  元三陸新報社記者  

宮城県気仙沼市議会議員 今川 悟 

 

 

１．はじめに 

私は震災当時、気仙沼市と南三陸町をエリアとする

三陸新報社の記者で、避難した魚市場屋上で大津波を

撮影しました。それから３年間は震災から立ち直る古

里の様子を取材し続けましたが、2014 年に気仙沼市

議会議員に転身しました。そして、説明会や現場にで

きる限り足を運んで情報を収集し、2014年 3月から

4 年間、気仙沼復興レポートを毎月 11 日に発表して

きました。震災 10年を迎えるに当たり、その総集編

をまとめました。その中から、大きな津波被害を受け

ても復興のテーマに「海と生きる」を選んだ気仙沼の

現状を報告します。 

 

２．なぜ巨大防潮堤が必要だったのか 

（１）２０１９年夏にようやく全地区で合意 

気仙沼の復興といえば、防潮堤問題を避けることは

できません。それはリアス式で海岸の地形が複雑なた

めに漁港が多く、防潮堤の計画数、事業費ともに被災

地では断トツで、多様な防潮堤が計画されたからです。

しかし、気仙沼市は水産業が基幹産業で、漁師が森に

木を植える「森は海の恋人」運動が生まれた地であり、

コンクリートの巨大構造物に対する抵抗が大きく、賛

否が分かれました。そのため、地域の合意形成に時間

がかかり、防潮堤計画を撤回したり、大胆に修正した

りする海岸も少なくありませんでした。 

 結果的に、気仙沼市の海岸線 172㎞のうち 44ｋｍ

の 106 カ所で防潮堤の復旧・新設が検討されました

が、レベル 1 津波（数十年から百数十年の頻度で発

生する津波）に対応した巨大防潮堤は不要と判断した

34 カ所は原形復旧となりました。巨大防潮堤が必要

な海岸でも、海への影響などを考えて 43カ所は引き 

 

 

 

堤（陸側へセットバック）としました。 

話し合いの末、防潮堤の形を「壁型」から「傾斜型」

に変更したり、津波で起立するフラップゲートを堤防

本体に設置して見た目の高さを下げたりした事例も

あります。このほか、最初は行政にダメだと言われて

いた道路との兼用堤を認めたり、アクリルの窓を付け

たり、震災後の地盤隆起分を堤防高から差し引いたり、

コンクリート堤に覆土して緑化など、さまざまな改善

が行われました。 

そして 2019年夏、最後まで残っていた宮城県所管

  市町 計画数 事業費 

1 気仙沼市 84 2197 億円 

2 石巻市 67 1321 億円 

3 大船渡市 25 1007 億円 

4 南三陸町 55 882 億円 

5 東松島市 38 838 億円 

  3 県合計 556 1 兆 3401 億円 

写真 1 気仙沼市階上・大谷地区の防潮堤工事 

表 1 防潮堤事業費の上位 5市町（2015 年度末現在 

※会計検査院「東日本大震災からの復興等に対する事業の実

施状況等に関する会計検査の結果についての報告書」から 
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の日門漁港の計画に地域が合意し、震災から 8 年以

上かけてすべて防潮堤計画が決まりました。しかし、

計画には合意しても未着工の防潮堤もあり、すべて完

成するのは数年先になりそうです。本来なら復興まち

づくりに向けられるべき住民と行政のエネルギーと

時間をずいぶん費やしてしまいましたが、それほど大

きな問題でした。 

 

 

（２）災害危険区域や沿岸かさ上げにも影響 

 新聞報道などでは防潮堤問題だけを取り上げて賛

否を問うことが目立ちましたが、津波被災地の復興ま

ちづくりは多重防御で成り立っています。それらは防

潮堤を前提に設定されているため、もし防潮堤の有無

や高さを変更すると、居住を制限するとともに防災集

団移転の参加条件となる災害危険区域のエリア、土地

区画整理による宅地のかさ上げの高さにも影響する

のです。そのため、「これは本当に必要だろうか」と

思う防潮堤でも、計画を変更できなかったケースがあ

ります。 

 特に災害危険区域は、住宅再建方法の大きな判断材

料となるため、震災翌年の 2012年 7月にはエリアを

指定しました。このとき、まだ防潮堤の議論はスター

トしていませんでしたが、行政の当初計画案通りに整

備されることを前提に津波シミュレーションをかけ

たため、防潮堤計画の変更は災害危険区域の変更につ

ながってしまいます。しかし、すでに自宅を修繕した

り、解体に応じて高台移転を決めたりしている中で、

簡単に災害危険区域を変更することはできませんで

した。 

何よりも難しかったのは、「生活や景観」と「生命」

を天秤にかけるような議論となってしまったことで

す。生活が不便になったり、海が見えなくなったりす

ることが嫌で反対意見が圧倒的に多くても、防潮堤で

守られるエリアに 1 人でも住んでいれば、行政は基

本的に計画を進めるしかありませんでした。復興予算

で整備費用を確保できているのに、もし防潮堤を造ら

ずに再び津波被害に遭ってしまったときの責任を考

えると、そうした行政の姿勢も仕方なかったのかもし

れません。地元負担のない公共事業の仕組みに問題が

あったと思います。 

 

３．被災世帯の住宅再建方法 

（１）目立った自力再建 

防災集団移転団地や災害公営住宅が完成し、遅れて

いた土地区画整理も進んだことで、被災世帯の住宅再

建はほぼ完了し、その実態を分析できるようになりま

した。気仙沼市のまとめ（表 3）によると、市内では

9130 世帯が被災し、その 21％が災害公営住宅、9％

が防災集団移転団地を選択しました。目立ったのは自

力（個別）再建で、民間アパートを含めると 38％を

占めます。 

住宅再建は防災集団移転団地や災害公営住宅が注

目されがちですが、公的な施設整備に頼らない自力再

建の成果や課題についてもっと研究してほしいと感

じています。足かけ 9 年もかかった土地区画整理で

のマイホームの再建はわずか 135 世帯で、計画人口

を補うために大規模な災害公営住宅を配置したこと

を考えると、住宅再建と市街地再建を区分する必要も

あります。 

なお、震災直後の意向調査と比べると、防災集団移

転団地を選択する人が約 1 割減った一方で、災害公

営住宅は約 2 割増えました。自力再建が増えた一因

賛
成
意
見 

・津波から命と財産を守るべき 

・津波が不安で夜も眠れない 

・いま批判されても、100 年後に津波が来れば防潮を

造ったことに感謝される 

・建設費用に地元負担がないうちに造るべきだ 

反
対
意
見 

・海が見えず、津波襲来に気付けない 

・壁に囲まれた刑務所みたい 

・磯や砂浜がなくなってしまう 

・海の恵みを 100 年先に残したい 

・守るべきものがない海岸には必要ない 

・大切な税金がもったいない 

表 2 説明会で出た賛成意見と反対意見（著者まとめ） 
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に、独自支援制度の充実が挙げられます。この独自支

援は、がけ地近接等危険住宅移転事業による個別再建、

防災集団移転のように利子補給などの支援を受けら

れない人のために創設されましたが、国県から交付さ

れた財源が余りそうだったことで補助額が段階的に

引き上げられ、当初は上限 50万円だった建設費への

直接補助は 2018年 1月の改定で 350万円になりまし

た。さらに余った財源から一律 5 万円を追加配分す

ることも決まっています。低金利の利子補給よりも、

独自支援の補助額が大きくなることもあり、津波被災

地での住宅再建支援制度の問題点が明らかになりま

した。 

 

 

 

宅地を安全な高さまで盛土する土地区画整理につ

いては、当初計画より長引き、事業費が当初計画の３

倍になった地区もあります。それでも、気仙沼市は何

度も意向調査を繰り返したり、土地を売却・貸付した

い地権者と利用したい事業者のマッチングを支援し

たりして、被災地の中では空き地が比較的少なく済ん

でいます。 

 

（２）災害公営住宅の空き室は 5％弱 

防災集団移転団地と災害公営住宅は、空き区画と空

き室が心配されました。しかし、いずれも一般公募が

人気で、2020 年末現在、防災集団移転団地は 20 団

地 907 区画のうち空きは 12 区画、災害公営住宅は

35 団地 2087戸のうち空きは 98 戸に抑えています。 

災害公営住宅は転居や死亡などですでに 231 世帯

が退去した一方、一般公募を含めて 158 戸が入居し

ました。空き室が目立っている団地では地域対応活用

制度を導入し、移住者向けに月 1 万円ほどで貸し出

す事業を始めました。第 1弾として 13戸を用意しま

したが、募集して 1 カ月もたたないうちに全て埋ま

るほど人気でした。 

公営住宅は払下げが検討されています。気仙沼市は

家賃低減措置を 5 年間延長しているのでまだ問題と

なっていませんが、入居申請の段階では 4 割が購入

を希望していました。建設から 5年経過したことで、

あらためて希望調査を行います。老朽化した既存の市

営住宅も約 500 戸あり、災害公営住宅への集約は大

きな課題ですが、国の手厚い支援により、公営住宅の

運営にかかる財政的な不安は解消されています。 

震災 10年に合わせてまとめた気仙沼復興レポート

の総集編は、私のホームページ（http://imakawa.net）

で公表しています。最近では、災害危険区域の見直し

を検討するために気仙沼市が実施した津波シミュレ

ーション結果を非公表としたことについて、問題点を

まとめました。今後も情報発信を続け、被災地の課題

から教訓を抽出することで、次の災害の備えとして頂

きたいです。 

再建方法 世帯数 

防災集団移転 859 

災害公営住宅 
市内 1,863 

市外 76 

土地区画整理内での再建 135 

  

 個別再建 

   

災害危険区域外 
建築取得 1,716 

修繕 950 

 災害危険区域内 194 

民間アパート 601 

市外転出 1,745 

親戚宅に同居 188 

再建前に死亡 332 

国外転出 153 

結婚・他の被災者と同居 318 

合 計 9,130 

表 3 気仙沼市の被災世帯の再建方法の見込み 

（気仙沼市まとめ 2018 年 7 月時点） 

写真 2 集合タイプの災害公営住宅 

 

写真 2 集合タイプの災害公営住宅 



編集後記 

 

 東北地方太平洋沖地震の発生から 10 年が経過しました。被災地では、防潮堤と高台移転に代表さ

れる津波浸水リスクの回避措置が取られ、人びとの生活や地域構造には大きな変化がもたらされて

います。大規模災害からの復興においては、被災により損なわれた暮らしの再生と、災害の素因で

ある脆弱性や暴露量の低減の方法をめぐってしばしば対立が起き、その対立を融和するための方法

が模索されます。この対立と融和のプロセスは、復興のあゆみのなかでリアルタイムに進行し、す

なわち、安全確保の方針や方法の多くは発災後に判断され、ゆだねられてきたと言えます。融和は

不完全なまま、対立は持続し、時に拡大してきました。集落の分解、コミュニティ機能の破綻、被

災者の孤立などは、その結果と言えるのではないかと思われます。 

 被災者の日常の再生と被災地の持続可能性を確保するためには、平時から安全確保のあり方を検

討する必要があります。本特集では、東日本大震災の 10 年をふりかえり、生活再建と安全確保をめ

ぐる対立と融和の実態を確認し、今後いかに両立を図っていくべきかを多面的な視点で議論いただ

きました。ご寄稿くださった執筆者の皆様に心よりお礼申し上げます。 
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